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本刊行物は，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での

活用に資するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではありませ

ん。研究内容の今後一層の充実を図るため，読者各位から幅広くコメントをいただ

くことができれば幸いです。 



まえがき 

このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

当研究所においては，平成19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成25（2013）年度からは，研究の枠

組みが3年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。プロジェクト研究は，平成25（2013）

年度から平成27（2015）年度までを一期目，平成28（2016）年度から平成30（2018）年度まで

を二期目，平成31（2019）年度から令和3（2021）年度までを三期目とし，令和4（2022）年度

から令和6（2024）年度までを四期目とし、令和7（2025）年度から五期目を実施している。 

 これまで当研究所では，農業政策立案の観点から重要となる国・地域を対象とした農業情勢

と関連政策の分析と国際食料需給の分析を実施してきた。五期目の「主要国における農業政策

の多様化とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」においても，これまでに蓄

積された知見を活用しながら，世界の主要国・地域の農業情勢及び関連政策の調査研究を行っ

ている。そして，国・地域別の知見と定量的な食料需給予測の連携を深め，より的確な需給見

通しの策定に努めている。さらに，多くの国々が共通した課題に直面するようになっている現

状を踏まえ，各国・地域単独での分析に加えて，関連した複数国を横断する課題を設定し，各

国の政策や関連状況を比較・分析している。 

本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での活用に資

するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではない。農林水産政策研究所で

は今後も海外農業情報の収集・分析を充実させる方針であり，広範の読者の方より，御指導・

御指摘を賜れば幸いである。 

【参考】 平成 19 年～令和７年度カントリーレポート 

（平成 19 年度） 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第１号 中国，韓国 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第２号 ASEAN，ベトナム 
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策の展開 
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第１章 EU の FTA における輸出制限規制の進展状況
についての考察 

羽村 康弘 

１．輸出制限をめぐる最近の国際情勢 

近年，世界各国が輸出制限を導入し，各種産品の安定的な供給に混乱を引き起こす事例

が増えている。特にレアアースに係る輸出制限が増加し（OECD, 2025a），「資源ナショナ

リズム」が指摘されるようになってきている（Financial Times, 2026a）。EU も，中国が，

その電気自動車に対して EU が賦課したアンチダンピング関税に反発して導入したレアア

ースに対する輸出制限について（日本経済新聞, 2025），域内への供給に混乱が生じないよ

う中国と集中的に交渉を行ってきている（Financial Times, 2025a; 2025b; 2025c）。農産

品についても，最近は減少傾向にあるものの（OECD, 2025b），2007 年～2011 年の農産

品価格高騰時や，新型コロナパンデミック時，さらには 2022 年のロシアのウクライナ侵

攻時において，多くの国が輸出制限を導入して安定的な供給に混乱を引き起こしている。 

 これら輸出制限を規律する GATT/WTO の規制は，次節で述べるとおり，輸入制限と比

較すると大きく立ち遅れたままの状態である。さらに，近年，GATT/WTO 制度自体の弱

体化が進んできている。特に最近においては，第二次世界大戦以降自由貿易体制を担って

きた米国の方針が大きく変化したこともあって，衰退が著しい（Financial Times, 2025i; 

2026a; 2026b）。 

 このような物品の安定的な輸入が危惧される状況に対応すべく，EU は，昨年 9 月の欧

州委員会委員長の一般教書演説において，クリーンテクノロジー分野や自動車産業分野に

おける公共調達で“Made in Europe”基準を導入すると宣言している（European 

Commission, 2025a）。また，EU は，昨年 12 月に公表した経済安全保障文書において，

共通の戦略的利益を共有していない国や少数の国からの投入財，中間財，サービスの供給

に依存しているなどリスクが高い分野を挙げている。ここで，工業産品分野では，特定の

重要原材料，クリーンテクノロジー部品，汎用半導体を挙げ，農食産品分野でも，飼料，

飼料添加物及び肥料を挙げている（European Commission, 2025b）。そして，EU は，こ

れらリスクが高い分野について，EU 域内の供給力を促進し，また，域外諸国との協力を

通じて供給の多様化を図るための措置を講ずるとしている。 

具体的な施策としては，工業産品分野においては，既に EU は，EU 産業にとって重要

なレアアースなど重要鉱物等の供給を確保するため，2024 年に重要原材料法（Critical 

Raw Materials Act）を成立させ，その自給率を 3%から 10%に上げる目標を設定してい

た。今年度においては，レアアースの共同購買，備蓄等のための専用資金を備えたセンタ

ー創設の検討を開始している（Financial Times, 2025f）。また，半導体産業では域内生産
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増強のため財政支援を検討し（朝日新聞, 2026），自動車産業では，業界内で見解の対立が

あるものの（Financial Times, 2025h），部品の域内調達率を上げる検討を開始している

（Financial Times, 2025g）。このように，工業産品分野においては，レアアースなど重要

鉱物，クリーンテクノロジー部品，自動車産業部品等において域内生産重視への傾きが強

まっている(1)。 

一方で，農食産品分野においては，工業産品分野におけるような明確な域内生産重視へ

の傾きは見られない。そもそも，EU は農産品の純輸出国となり，域内で十分な食料を生

産することはもはや課題ではなくなり，食料安全保障を主として途上国の問題として解釈

しているとされる（Cardwell, 2012, p. 281）。また，EU は，その単一市場によって広大な

EU 域内の異なる土壌や気候の地域から多様な農産品を安定的に供給することができてい

ると考えている（EFSCM, 2023）。ゆえに，工業産品分野と比較すると域内への農食産品

の安定的な供給に対する懸念は大きくない。なお，欧州委員会委員長は，上記一般教書演

説において“Buy European food”キャンペーンを立ち上げると宣言しているが，具体的内

容については，EU 産農産品の購入促進や認知向上に向けてのプロモーション活動が中心

である。また，上記のとおり，昨年 12 月に公表された経済安全保障文書においては，農食

産品分野についてもリスクが高い物品が挙げられているが，例示されているのは，飼料，

飼料添加物及び肥料と限られている。むしろ，EU は，次期中期予算について，CAP 削減

につながる提案を行って農業団体や農業国のフランス等から強い反発を受けている

（Financial Times, 2025d; 2025j）。 

ところで，EU は，工業産品分野においては，少なくとも中短期的には域内からの供給

増は限界があることもあって，域外からの輸入の安定化を強化する必要があると考えてい

る。このため EU は，現在，豪州，マレーシア等多くの国々と FTA 締結交渉を行ってお

り，2026 年 1 月にメルコスールとの間の FTA に署名し，さらにインドとの間の FTA に

合意している(2)。これらの FTA は，EU にとって，レアアースなど重要鉱物や半導体等の

サプライチェーンを確保するためにも重要であると考えられている（Financial Times, 

2025e）(3)。ここで，メルコスールや豪州との FTA については，域内の農業団体やフラン

ス等から，農産品の輸入増により域内農業生産が犠牲になるとの懸念が強く訴えられてき

たものである。メルコスールとの FTA については，最終的に EU は，域内農家向けの対策

を充実させること等で手当てしつつ，域内の農業団体やフランス等の反対を押し切って署

名している。これらの FTA を締結することは，農食産品分野においては，域内生産重視と

は反対の効果を有する政策であるとも言える。 

ただし，EU は，農食産品分野においても，上記のとおり，飼料，飼料添加物，肥料等の

安定的供給については域外からの輸入に依存していると認識している。さらに，農業生産

や肥料生産に必要なエネルギーについては域内で自給できるはずもない。ゆえに，EU は

域内で十分な食料を生産することはもはや課題ではなくなったと考えてはいるものの，こ

の域内における食料の安定的な生産を行う土台を形成するためには，これまでにおいても，

域外諸国からの安定的な輸入が重要であると考えている。EU は，域内における食料安全
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保障について検討した文書においても，域内のみならず域外との貿易においても輸出制限

を避けることの重要性を指摘している（EFSCM, 2023）。したがって，EU は，最近の工

業産品分野におけるレアアース等ほど緊迫感はないにしても，これまでも農食産品分野に

おいても，輸出制限を規制することに対して関心を示してきている（WTO, 2023）。実際

に，これまで EU が締結した多くの FTA においては，第 4 節で述べるように，農食産品

分野においても，農産品を含めた輸出制限規制を GATT/WTO のレベルより進展させてい

る。 

本稿においては，EU が締結した FTA における輸出制限規制について，特に農産品に係

るものに着目して，その進展状況や進展することに影響を与えた要因として考えられるこ

とについて考察したい。 

まずは次節において，多国間の場である GATT/WTO における輸出制限規制の現状及び

これまで進展しなかった要因を見る。一方で，FTA においては進展しているものが多々見

られることを第 3 節で指摘し，第 4 節では EU の FTA において輸出制限規制が進展して

いるものが多く，割合も高いことを指摘する。そして，第 5 節において，EU の FTA にお

いて輸出制限規制が進展する要因として考えられるものを考察し，第 6 節においては，FTA

において輸出制限規制を進展させることを検討するに当たって EU の FTA を参考にする

ことの意義を考察する。 

なお，本稿は，2026 年 1 月末までの情報を基に記述している。このレポートにおいて

EU と記載している場合は，特にコメントしない限り，EEC（European Economic 

Community, 欧州経済共同体），EC（European Community, 欧州共同体），EU（European 

Union, 欧州連合）の総称である。 

 

２．GATT/WTO における輸出制限規制 

 

（１）GATT/WTO における規定振り及び交渉経緯 

第二次世界大戦後，西側諸国は，戦前の関税引き上げ競争等が閉鎖的な経済ブロックの

出現をもたらし第二次世界大戦を招く一因となったとの反省の上に立ち，貿易自由化を推

進する目的で，1947 年に国際貿易制度として GATT を発足させた。そしてこれを発展的

に改組して 1995 年に設立された WTO によって，国際貿易制度は規律され，運用されて

きている。ただし，このような規律や運用方針においては，輸入制限規制と輸出制限規制

とが同等の内容で行われ，あるいは改善されてきたわけではない。 

GATT においては，貿易自由化を推進するため，①最恵国待遇原則，②内国民待遇原則，

③数量制限の一般的廃止の原則，④合法的な国内産業保護手段としての関税に係る原則に

基づいた規則が実施された。これらの基本原則に基づく基礎的な規則においては，輸入制

限に関しては，国内において効果的な生産制限措置がとられているなど発動可能な場合を

限定し，輸入制限の幅等を詳細に規定し，さらに発動に際して通報することを求めていた。
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これに対して輸出制限に関してはこのような詳細で明確な規定や手続きは置かれなかった

(4)。 

GATT における輸出制限に係る規定は次のような状態であり，輸出制限が認められる幅

が非常に広い。 

まず，輸出制限のうち輸出数量制限については，GATT 第 11 条第 1 項において，輸出

数量規制が，輸入数量規制と同じく，原則として禁止されている。しかしながら，広範な

例外が認められており，農産品に関しては以下のような例外規定が設けられている。 

GATT 第 11 条第 2 項(a)において食糧その他輸出締約国にとつて不可欠の産品の危機的

な不足の場合に輸出数量規制が認められている。 

また，GATT 第 20 条(i)及び(j)において，それぞれ，国内の加工業に対しての不可欠原料

の数量確保のための措置（（i）），国内において供給が不足している産品の獲得又は分配の

ための措置（（j））として，輸出数量規制が認められている(5)。 

そして，GATT 第 21 条においては，国家安全保障を理由とした輸出数量規制が認めら

れている。この例外規定に関しては，伝統的に各国は自国にとって安全保障上必要である

かどうかは自らが決める（self-judging）という考え方に立っているともいわれ（津久井, 

1993: 580；Financial Times, 2022a），運用次第では例外の範囲が広くなることになる課

題の大きい規定である。 

さらに，輸出制限のうち輸出税については，上記の輸出数量制限のように原則禁止の規

定自体が置かれておらず，輸出数量制限のように例外の幅が広いといった議論ができる以

前の状態であり，存続及び新設が自由に行えることとなっている(6)。 

GATT 設立後，8 回のラウンド交渉を経て，輸入に係る貿易関連規則についてはその整

備が進んだ。具体的には，輸入関税が漸次引き下げられ，1964 年に開始されたケネディ・

ラウンド以降は，輸入関税の引き下げだけではなく，国内補助金に係る規律などが整備さ

れた。その後，1986 年に開始された第 8 回目のウルグアイ・ラウンド交渉では，新たに知

的所有権分野，サービス貿易分野，農業分野などについても実質的な交渉が行われた。農

業分野については，輸入関税の引き下げ交渉に加え，輸入数量制限等の非関税障壁，さら

には各国国内の農業補助金の削減も交渉対象に加わった。最終的には，輸入非関税障壁は

全て関税に置き換えた上で（関税化），事後削減していくこと，農業補助金についても貿易

歪曲効果に基づき分類した上で，貿易歪曲効果が大きい補助金については禁止し，また削

減するという約束がなされた。 

しかしながら，輸出制限については，上記の GATT 例外規定に基づき輸出数量制限の新

設や存続が引き続き可能なままとなっている 。輸入税については，全農産品の輸入関税の

上限を設定（譲許）した上で，ウルグアイ・ラウンドにおいて合意された内容に沿って削

減していく義務が生じたのに対して，輸出税については，そもそも上記のとおり原則禁止

の規定自体が置かれておらず，ウルグアイ・ラウンド交渉においても何ら進展がなかった。

ゆえに，輸入税のように譲許されず，したがって削減義務もなく，引き続き新設や引き上

げも自由にできるままの状態である。 
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なお，ウルグアイ・ラウンド交渉の結果，農業協定第 12 条において輸出数量制限を行お

うとする国は，WTO 農業委員会に通報する必要があり，当該輸出数量規制について輸入

国の要望に応じ協議する必要があるという規定が設けられた。ただし，この農業協定第 12

条による輸出制限導入の際の手続き規定は努力義務的な規定振りである(7)。すなわち，輸

出制限を導入する場合には，農産品輸入国の食料安全保障への影響に配慮し，可能な限り

事前に書面で農業委員会に通報し，輸入国等から要請があれば協議するとの規定が置かれ

ているが，通報は「可能な限り事前に」とされているだけで具体的な期限は定められてい

ない。また協議についても，要求できる資料内容や協議が不調に終わった場合の対応など

具体的なことは規定されていない(8)。 

2001 年にドーハ・ラウンドが始まり，その交渉対象として，通関手続き等の貿易円滑化

分野や環境分野も加えられるなど，対象範囲の拡大は行われてきた。交渉開始に当たって

は，日本をはじめ農産品輸入国を中心に農産品の輸出制限規制を進展させることに係る提

案も行われている。 

しかしながら，ドーハ・ラウンドは，先進国の保護削減のレベルや途上国の例外扱い等

について先進国と途上国との間での対立が大きいこともあって，交渉全体として妥結に向

けて議論が収束しなかった。また，議論の中心は，輸入制限に関するものが多かった。 

一方で，2007 年に農産品価格が高騰した以降，新型コロナパンデミック，ウクライナ戦

争が立て続けに勃発し，その際多くの国が輸出制限を導入し，この輸出制限が状況を悪化

させたことにより，国際機関や学会における輸出制限への問題意識が高まった(9)。ドーハ・

ラウンドにおいても，それ以前に比較すると輸出制限規制に関する議論もより多くなされ

るようになっている。しかしながら，結果的に，輸出制限規制は，WFP（World Food 

Programme：国際連合世界食糧計画）の食料調達を輸出制限の対象から除外することを除

き，進展していない。 

 

（２）GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因 

 このように輸出制限が深刻な問題を引き起こし，国際機関や学会において問題意識が高

まったにもかかわらず，GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因としては，

①GATT/WTO は輸出国が主導権を握る組織であること，及び，②途上国の反対が強いこ

とが考えられる。 

まず，GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因の一つとして，GATT/WTO

は輸出国が主導権を握る組織で，主として輸入規制を撤廃することを目的として活動して

きた組織であることが挙げられてきた（Mitra and Josling, 2009；Olarreaga, 2013）。国

際機関における多国間の交渉においては，関心国が多い事項に議論が集中することが多く，

交渉結果も多数国の利害に左右される傾向がある。上記のとおり，2007 年以降，輸出制限

の問題が国際機関や学会等において認識されるようになっている。しかしながら，このよ

うに状況が変化して輸出制限について関心が集まるようになっても，GATT/WTO におけ

る議論は，結局は農産品輸出国の関心事項である輸入規制に係るものに傾いていっている。 
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さらに，GATT/WTO において輸出制限規制を進展させることに対する途上国の反発は

非常に強い。輸出制限を導入する際に事前に通報するという手続き的な規定であっても反

発が強く，ドーハ・ラウンド交渉においても進展していない。途上国にとっては，国内に

おける食料確保等のため輸出制限という政策を採る余地を残しておくことが重要である。

すなわち，そもそも途上国においては，国民の所得に占める食料購入支出の占める割合が

高く食料不足や農産品価格高騰が大きな政治問題になりやすい。また，途上国においては，

食料不足の際に海外から食料を購入する余裕がないばかりか，国内の食料が海外の先進国

から高値で買い取られて国内での食料不足が悪化する懸念を有している (10)。したがって，

世界的な食料不足時において，国内の食料をコントロールできるような政策余地を残すた

めにも農産品の輸出制限を自由に導入できるようにしておきたいという意向があり，輸出

制限規制を進展させることへの抵抗が強い。また，WTO においては，加盟国に占める途上

国の割合が増えてきている。そして，WTO ドーハ・ラウンド交渉は，その立ち上げ自体に

反対する途上国を巻き込むべく「ドーハ開発アジェンダ（Doha Development Agenda: 

DDA）」と命名され，貿易を通じた途上国の開発が最重要課題の一つとなっており，途上

国の声が反映されやすい環境となっている。なお，ドーハ・ラウンド交渉の開始と同時に

中国が途上国として WTO に加盟している。 

 

３．FTA における輸出数量制限規制の進展状況及び判断基準 

 

上記のとおり GATT/WTO という多国間の場では進展がほとんど見られない輸出制限規

制であるが，2 国間や複数国間の FTA においては進展しているものが多々見られる(11)。

Wu (2020)は，世界銀行による「深い」貿易協定に係るデータベースを対象に検討を行い，

2016 年までに締結された 295 の FTA のうち 246 の FTA が輸出制限に影響を与える規定

を有しており，輸出制限に関するルールづくりは輸入のそれに遅れをとってきたが，近年

そのギャップは埋められつつあると報告している(12)。Korinek and Bartos (2012)は，主要

な FTA について，地理的及び所得水準の多様性を確保することを意識しつつ，93 の FTA

をサンプルとして取り上げて検討し，輸出数量制限規制については 15，輸出税規制につい

ては 66 の FTA において，GATT/WTO より進展しているとしている。 

ところで，輸出制限は大きく分けて輸出数量制限と輸出税の 2 種類に分類できる

（Korinek and Bartos, 2012:  7）。輸出税は主として途上国によって使用されているが，

特に経済力のある先進国にとっては，輸出国により輸出税がかけられたとしても追加の支

出をすれば購入することができる。したがって，輸出禁止的な高関税がかけられる場合は

別として，必要な輸入量を確保する上で乗り越えることができないような問題にはなりに

くい。一方で，輸出数量制限については，高い価格を提示しても購入することができなく

なることから，先進国にとっても農産品を安定的に輸入する上で大きな支障となり，輸出

税に比べても国際貿易制度や農産品市場の非効率性に与える悪影響が大きい手法であると

言える(Anderson, 1988) (13)。GATT ウルグアイ・ラウンド交渉での輸入制限に関する議論



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15 号（2026.3） 

- 7 - 

においては，関税はそれを支払いさえすれば輸出できるが，数量制限は輸出量が制限を超

えれば取引ができなくなってしまうことから貿易上の問題が大きいとされ，数量制限を関

税に置き換える「関税化（Tariffication）」を行うことが基本原則となっている。このよう

な理由から，本稿において農産品に焦点をあてつつ FTA における輸出制限規制の進展に

ついて検討するに当たっては，国際貿易制度へより大きな悪影響を与え，先進国にとって

も農産品の安定的輸入に大きな支障となる輸出数量制限に特に焦点を当てて検討している

(14)。なお，貿易全体について輸出数量制限規制を進展させている FTA である場合でも，

農産品を例外として対象から除いているような場合は，輸出数量制限規制は進展していな

いと判断をしている。 

個々の FTA において農産品の輸出数量制限規制が進展しているか否かの判断基準とし

ては，本稿では，次の二つの基準に基づき進展度合いの判断をしている。上述のとおり，

GATT/WTO の規定において，輸出数量制限は GATT 第 11 条第 1 項で原則禁止されてい

る一方で，GATT 第 11 条第 2 項(a)，GATT 第 20 条(i)(j)及び GATT 第 21 条において幅広

い例外が認められている。FTA においては，まず，その例外規定のいずれか，又は複数の

例外を認めないことで輸出数量制限規制を進展させているものが見られる。また，手続き

面において，GATT/WTO の規定ではウルグアイ・ラウンドにおいて合意された農業協定

において輸出制限を導入することについての通報や導入前の協議の開始について「実行可

能な限り事前かつ速やかに」と規定されているものを，FTA では「30 日以内に」と具体化

して輸出数量制限規制を進展させているものが見られる。本稿においては，これらの例外

規定のうちの一つ又は複数のものについて，それぞれ，手続き面又は実質規則面の少なく

ともいずれか一方でも進展している場合には輸出数量規制管理が進展しているものと判断

している(15) 。 

 

４．EUの FTAにおける輸出数量制限規制の進展状況 

 

このような基準に基づき，EU が締結した FTA における農産品に係る輸出数量制限規制

の進展状況を見てみると(16)，40 件中 32 件について進展している（第 1 表）。数が多い上

に，8 割のものにおいて進展しており進展する割合が高い(17)。 
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第１表 EU の締結した FTA における輸出数量制限規制の進展状況 

 

注． 進展度については，輸出数量制限規制が進展していないものを「0」，輸出数量制限規制が進展しているものは，

その進展度に合わせて「1」～「3」とランク付けしており，基本的に，輸出数量制限の導入国に必要性の証明責任が課

せられる（注(5)参照）GATT 第 20 条の例外規定に係る手続き面での規制を進展させているものを「1」，輸出数量制限

の導入国に必要性の証明責任が課せられない GATT第 11条第 2項(a)の例外規定に係る手続き面での規制を進展させて

いるものを「2」，さらに，実質面で輸出数量制限規制を進展させているものを「3」としている。ただし，GATT 第 21

条の例外規定についても手続き規定を設けるなど，同じ「1」や「2」であっても全く同じ規定振りではない。なお，「2

～3」としているのは，一方の締約国・地域の進展度ともう一方の国の締約国・地域の進展度が異なるものである。 
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相手国によって進展度は異なっているが，食料を例示して輸出数量制限原則禁止の例外

を規定している GATT 第 11 条第 2 項(a)に係る輸出数量制限規制が進展しているもの（表

の進展度 2 及び進展度 2～3 のもの）における具体的な進展の仕方を見てみると，以下の

ような共通点が見られ，一種のテンプレートが形成されているのではないかと考えられる。 

すなわち，深刻な不足（serious shortage）が生じた場合は適切な措置を講じることがで

きるとした上で（ただし，貿易への影響を最小限にする方策でとの条件が付けられている），

講じるに際しての手続きとして，事前又はできるだけ早い時期に，関連情報を，EU と相

手国の代表者で構成され決定内容について法的拘束力をもった連合委員会（association 

committee）等へ提供することを求めている。そして，この委員会で 30 日以内に合意が得

られなかった場合に当該輸出数量制限措置を講じることができるとしている。さらに，実

施後も特に廃止の日程を作成するため，この委員会にて定期的に協議するとしている。 

なお，表において進展度が 2～3 の FTA は，締結相手国が EU の旧植民地である ACP

諸国（（アフリカ、カリブ海、太平洋諸国：African, Caribbean and Pacific Group of States）

であるが，これら FTA においては，EU 側に関しては，GATT 第 11 条第 2 項(a)及び GATT

第 20 条(i)及び(j)の例外自体が規定されず，輸出数量制限自体が行えないことになってお

り，ACP 諸国側と比較すると EU 側の義務が片務的に大きくなっている。しかしながら，

途上国である EU の相手国も，輸出数量制限を導入する際には，上記手続きを踏む必要が

あり，レベルの差はあれ，両サイドにおいて輸出数量制限規制が進展している。 

 

５．EUの FTA において輸出数量制限規制が進展することに影響を及ぼした要因 

 

（１）EU域内における輸出数量制限規制の進展 

EU の締結する FTA において輸出数量制限規制が進展することに影響を与えた要因を

考えるに当たっては，まずは FTA の締結主体である EU 自体が「深い」FTA を形成して

おり，この EU 自体という FTA の特徴が，相手国との FTA に与えた影響を考慮する必要

があると考える。 

EU と第三国との国際関係においては，EU の「規範パワー」，EU からの「規範の輸出」，

そして EU の「ブリュッセル効果」が指摘されてきた（遠藤・鈴木, 2012；大芝，2014；

ブラッドフォード，2022）(18)。特に FTA の交渉・締結に際しては，EU の経済規模が相手

国の経済規模と比較して大きく，まして相手国が途上国である場合は圧倒的に大きいこと

から，EU 自体の FTA における規定振りが，EU が締結する FTA に対しても影響を及ぼ

した可能性がある。 

そして，以下に述べるように，EU 自体という FTA において加盟国間の輸出数量制限規

制が大きく進展していることから，他の地域や国と FTA を締結交渉する際に，EU 自体と

いう FTA が一つのモデルとなって，当該 FTA に対して「規範の輸出」，「ブリュッセル効

果」という形で影響を及ぼし，輸出数量制限規制についても進展することになった可能性

がある。 
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EU 自体における輸出数量制限規制の進展状況を見てみると，次のような状態である。

EU の機能に関する条約（TFEU）では，EU 加盟国が輸出数量制限を導入することを原則

として禁止している（第 35 条）。ただし，例外規定（第 36 条）において，公共政策（public 

policy）や公共の安全（public security）を根拠とした一時的な輸出数量制限を導入するこ

とを認めているが，この第 36 条は，その但書において，このような輸出数量制限等は，恣

意的な差別の手段，又は加盟国間の貿易に対する偽装された制限を構成してはならないと

している。ここで，欧州司法裁判所は，この第 36 条の例外を狭く解釈しており，生命の保

護といった目的を達成するために厳格に必要であって必要性に釣り合った（proportionate）

なものに限定し，導入する国は必要性の証拠を提供しなければならないとしている

（Kleimann, 2022）。Kerikmae et. al. (2007）は，農産品等について，深刻で切迫した供

給問題が生じた時に一方的に輸出制限を課することができるかについて，条約はこのよう

な例外に言及していないので可能ではなく，農産品についても，加盟国が輸出制限を導入

する余地はないとしている（p. 4）。 

実際の判例でも，1970 年代に欧州における干ばつに際して，フランスがジャガイモの輸

出に際してフランス政府から輸出ライセシングを得ることを求めた時に（輸出ライセシン

グは自動的に発行される前提であるものの，実際にはかなり遅れて発行されることが多い），

欧州司法裁判所はこれを違法としている。また，欧州委員会は，この輸出制限の原則禁止

の規定に基づき，ジャガイモの輸出制限を導入しないことでベルギー及びオランダと合意

に達している（Kerikmae et. al., 2007: 2）。最近の例でも，2020 年 3 月にルーマニアが小

麦及びトウモロコシの輸出を禁止しようとした際には，欧州委員会は，この措置は必要性

に釣り合っていないと反対し，また，ルーマニアからルーマニア市民が自ら消費するため

の農産品が不足しているということを示す情報が何ら提出されていないと指摘しており，

翌月，ルーマニアは輸出禁止を撤回している（Kleimann, 2022）。 

このように，EU 加盟国が域内に対して農産品に係る輸出制限を導入することは，輸出

数量制限を含めて，大きく制限されていると考えられるが，仮に EU 加盟国が輸出制限を

導入しようとする際には，欧州委員会への通報が必要で，通報を受けた欧州委員会は，当

該通報を他の加盟国にも通知することになる。そして，欧州委員会は，輸出制限を導入し

ようとする加盟国や他の加盟国と協議しつつ，当該輸出制限が EU の機能に関する条約第

36 条の要件等を満たしているかどうか期限を区切って審査することになる（EU, 2015; 

EU, 2009; EC, 1969）。なお，欧州委員会は，これらの要件を満たされていないと判断する

際には，最終的には欧州司法裁判所に訴えて是正を求めることになる。ここで EU 域内に

おいて，EU 加盟国が農産品に係る輸出制限を導入しようとする際に欧州委員会に通報し，

そこで期限を区切って協議が行われる仕組みになっていることは，域内における輸出制限

規制を実質面だけでなく手続き面でも進展させていることになる。 

加えて，EU の機能に関する条約（TFEU）では，GATT 第 21 条に規定する国家安全保

障例外に関しても，導入を検討する際にはまずは加盟国間で協議すことを求め（第 347条），

域内市場の競争条件をゆがめる効果があるときは欧州委員会が当該国家安全保障例外を導
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入した国と協議し，例外規定が悪用されていると考える時は欧州司法裁判所に訴えること

ができると定めている（第 348 条）。GATT 第 21 条が規定する国家安全保障例外について

は，第 2 節第 1 項で述べたとおり，伝統的に各国は自国にとって安全保障上必要であるか

どうかは自らが決める（self-judging）という考え方に立っているともいわれ，GATT/WTO

においては規律がほとんど存在していない分野である。しかしながら，EU はこの例外規

定についても，厳しい手続き規定を設け，輸出制限規制を大きく進展させていることにな

る。 

前節において，EU が締結する FTA における輸出制限規制の具体的な進展の仕方には共

通点が見られ，一種のテンプレートが形成されているのではないかと指摘したところであ

る。EU が第三国と締結する FTA において輸出制限規制が進展する場合のほとんどは手続

き面での進展であるところ，上記のような EU 域内での手続き面での EU の輸出制限規制

の進展の仕方が，これら FTA におけるテンプレートに対して影響を与え，輸出数量制限規

制において，その進展につながったのではないかと推察される。 

 

（２）EUの途上国の開発協力 

 ところで，EU が FTA を締結した相手国は，EU より経済発展度が遅れている途上国が

多い。さらに，EU が輸出数量制限規制の進展している FTA を締結している相手国は，ほ

とんどが途上国である。 

そもそも EU にとって途上国との貿易は，石油をはじめとして，金属類の原材料や熱帯

農産品等の供給のために重要であった。ゆえに，EU は農産品に係るものを含め途上国の

輸出制限についても強い関心を持って対応してきており(19)，EU にとっては，途上国との

間で原材料の安定的供給を確保するために，輸出数量制限規制をはじめとした輸出制限規

制を進展させることは重要な課題である。 

しかしながら，第 2 節第 2 項で述べたように，GATT/WTO において輸出制限規制が進

展しない要因として途上国の反対が強いことが考えられることを踏まえると，EU が途上

国との間で締結した FTA において輸出数量制限規制が進展していることについては意外

感が強い。したがって，EU の特に途上国との FTA において輸出数量制限規制が進展して

いることに関しては，EU が途上国を援助する政策（以下，「開発協力政策」）が影響を及

ぼしている可能性が高いと考える。 

途上国にとっては，農産品等に係る輸出数量制限規制を進展させるためには，国内外の

需要を安定的に満たすための生産性向上など国内農業の競争力強化をはじめ，海外からの

農産品等の購買力を高めるための経済発展といった様々な構造改革を行う必要がある。EU

が途上国と締結した FTA には財政支援の規定が設けられているが，このような規定は，途

上国に対しては輸出数量制限規制を進展させるにあたって必要な国内の構造改革を進める

上での負担が軽減されるとの安心感を与えることになり，輸出数量制限規制が進展した

EU の規範に基づく制度を受け入れることを促すことになろう。 
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ここで，EU は，開発協力政策と貿易政策は相互補完的であると考えている。1993 年の

マーストリヒト条約第 3 条においては，「対外関係政策，安全保障政策，経済政策及び開発

協力政策において，対外活動の全体としての一貫性（consistency）を確保する」と規定さ

れている。このように，EU が実施する途上国との貿易政策と途上国への開発協力政策は

相互に密接な関係があることから，このような貿易政策とリンクした開発協力政策が，輸

出数量制限規制を進展させる必要性についての途上国の理解を得ることにつながり，ひい

ては途上国との 2 国間の FTA において輸出数量制限規制を進展させることにつながった

のではないかと推察される。 

実際に，EU が近隣諸国と締結した FTA においては，先進国と締結したものを除きほと

んどのものにおいて財政援助の規定が設けられている。そして，適切な手続き及び財源に

従い財政協力のパッケージが提供される旨規定されている。具体的な財政援助の仕組みと

しては，中東欧諸国の加盟候補国を対象とした Phare（Poland and Hungary: Assistance 

for Restructuring their Economies），SAPARD（Special Accession Programme for 

Agricultural and Rural Development），ISPA（The Instrument for Structural Policies 

for Pre-Accession）及び Turkish pre-accession instrument，西バルカン諸国を対象とし

た CARDS（Community Assistance for Reconstruction, Development and Stabilisation），

地中海南東岸諸国を対象とした MEDA（The Euro-Mediterranean Partnership）並びに

旧ソ連諸国を対象とした TACIS（Technical Assistance to the Commonwealth of 

Independent States）が提供されている(20)。 

また，EU が ACP 諸国と締結した FTA においては，財政援助の規定が設けられるのみ

ならず，資金は欧州開発基金（European Development Fund：EDF）や EU の一般予算

により賄われる旨規定しており，具体的な財源にまで言及する詳細な規定振りとなってい

る。 

 

 以上，EU が締結した FTA において輸出数量制限規制が進展している要因としては，EU

加盟国間において輸出制限規制が進展していることが EU の「規範の輸出」を通じて反映

されたこと，そして，途上国と締結した FTA においては，EU が途上国に対して開発協力

政策を実施していることにより途上国である相手国の輸出数量制限規制を進展させること

への抵抗感が薄らいだことが考えられる。 

 

６．輸出数量制限規制の進展を検討するに際しての EUの FTA の重要性 

 

EU の FTA については，上記のとおり，輸出数量制限規制が進展しているものの絶対数

が多い上に，その割合も高い状況にあるが，以下に述べるように，EU の FTA は，輸出数

量制限規制の進展の仕方としての普遍性が他国・地域が締結する FTA と比較して相対的

に高いことから，FTA 全般において輸出数量制限規制を進展させる方策を検討するに当た

って，より参考になるのではないかと考える。 
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（１）FTAの種類：南型，NAFTA 型，EU 型 

FTA には，EU による EU 型，北米諸国による NAFTA 型，アフリカ諸国，ラテンアメ

リカ諸国，旧ソ連諸国間の南方型があると言われる（Bacchini et. al., 2015）。輸出数量制

限規制についても，これらの型間で規定振りの違いが大きい。EU 型の FTA においては，

GATT 第 11 条(a)，GATT 第 20 条(i)及び(j)，GATT 第 21 条等の例外規定について，個々

の規定ごとにその例外を認めないことにしたり，手続き規定を具体化したりして輸出数量

制限規制を進展させている。一方で，北米型の FTA においては，GATT 第 11 条(a)，GATT

第 20 条(i)及び(j) ，GATT 第 21 条等の例外規定全体を対象として，適用する場合にそれ

までの輸出向けと国内向けの割合を変えないこと，国内価格との差を設けないこと，既存

の流通経路を阻害しないこと等を条件として設定することで輸出数量制限規制を進展させ

ている。他方，南方型の FTA においては，一般的に FTA の対象分野は狭く，また規制内

容も「浅い」と言われているが，輸出数量制限規制に関しては旧ソ連諸国間によるものは

進展している。その具体的な規定振りは，GATT 第 11 条(a)，GATT 第 20 条(i)及び(j)， 

GATT 第 21 条等の例外規定ごとの対応を規定していない点において NAFTA 型に近いと

もいえるが，輸出数量制限を導入できる場合を限定し，また厳格に規定された期間に限る

とするなど，NAFTA 型とは規定振りが異なる。 

 

（２）EU型の FTAの重要性 

上記のとおり南方型であっても旧ソ連諸国間のもので輸出数量制限規制が進展してい

るが，これらは元々ソ連という 1 国を形成していた国間のものであり普遍性が乏しいと考

えられる。一方で，NAFTA 型については，輸出数量制限規制が進展しているものも存在

しており，また，元々1 国であるという経緯がない国間のものであり，輸出数量制限規制

を進展させる方策を検討するにあたって，参考にする意味があると考えられる。 

ここで Bacchini et. al. (2015）は，EU 型の FTA の特徴として，統合プロセスを進める

ための組織をまず形成し，詳細設計はその組織に委任される形であるとしており，一方で

NAFTA 型は，組織は形成されず，最初から規則を詳細に規定しているとしているが，こ

の特徴は，次に述べるように輸出数量制限規制についても当てはまる。すなわち，EU の

FTA においては，政治ダイアローグのために法的拘束力のある共同委員会という組織を設

置して制度化し，この組織を通じて法令の近似化も進めようとしている。EU が旧ソ連諸

国と締結した FTA のように，輸出数量制限規制を進展させることを含めた法令の EU と

旧ソ連諸国間の近似化自体については，FTA 締結後に FTA で設置された組織で検討する

という規定振りになっているものもある。 

一方で NAFTA 型においては，EU の FTA のような法的拘束力を有する共同委員会とい

った組織は設置せず，FTA 本体に，輸出数量制限を導入する場合にそれまでの輸出向けと

国内向けの割合を変えないこと，国内価格との差を設けないこと，既存の流通経路を阻害
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しないこと等の条件を満たす必要があること等を細かく規定することにより輸出数量制限

規制を進展させている。 

ただし，この NAFTA 型で輸出数量制限規制が進展している FTA を見てみると，NAFTA

加盟国のカナダが締結した FTA13 本のうちチリ及びコスタリカと締結した 2 本と，ロシ

ア主導の EAEU（Eurasian Economic Union：ユーラシア経済同盟）がイランと締結した

1 本の合計 3 本と限られている。なお，EU と異なり，NAFTA 自体は他の国や地域と FTA

を締結していない。 

一方で，EU 型の FTA で輸出数量制限規制が進展しているものでは，まず EU 自体が多

くの FTA を締結して輸出数量制限規制を進展させているほか，EU が輸出数量制限規制を

進展させた FTA を締結した第三国が他の第三国と締結した FTA や，EU が輸出数量制限

規制を進展させた FTA を締結した第三国同志で締結した FTA で輸出数量制限規制が進展

しているものが見受けられる。また，アイスランド，リヒテンシュタイン，ノルウェー及

びスイスで構成される EFTA（European Free Trade Association：欧州自由貿易連合）が

締結した FTA のうち輸出数量制限規制が進展しているもの（8 本）は，EU 型である。 

以上のように，こと輸出数量制限規制が進展した FTA に関しては，EU 型を採るものの

数が多く，また，条文自体に輸出数量制限規制を事細かに規定するのではなく，共同組織

によって規制を進展させようとする EU 型の方が，FTA 締結国間で調整する上での柔軟性

が高いのではないかと考えられる。ゆえに，EU 型は，今後 FTA においての農産品を含め

て輸出数量制限規制が進展してものにするよう検討するに際しては，より参考になるので

はないかと考えられる。 

 

 

注 

 

(1) 物品を安定的に供給するためにはなるべく他国に依存しないようにすべきであって，国内で十分な農産物生産を

確保することが重要であると考えると，国内生産に重きを置く政策を推すことになる（以下，「国内生産重視政策」） 。

反対に，農業生産に比較優位が無い場合は，自国内での農産物供給にこだわるべきではなく国際貿易による輸入に

頼ることが望ましいと考えると，海外からの輸入に重きを置く政策を推すこととなる（以下，「国際貿易重視政策」）。

これら国内生産重視政策と国際貿易重視政策については，羽村（2025）を参照されたい。 

(2) メルコスールとの FTA については，今後発効するには欧州議会による批准が必要である。なお，欧州議会が，批

准について検討する際に，EU の違法伐採規制との関連で欧州司法裁判所に司法判断を求めたことで FTA の施行が

遅れることになったが，暫定的に適用されることも考えられる（Financial Times, 2026c; 2026d）。インドとの FTA

については，今後，署名に向け加盟国による承認手続きに入ることになる。 

(3) なお，これらの FTA は，EU にとって，工業品のダンピング輸出等で貿易関係の摩擦が絶えない中国に対抗する

上で，また，NATO 同盟国同士であるにもかかわらず，一方的な関税を賦課し，また，グリーンランド領有を求め

るなど亀裂が拡大する米国に対抗する上で，地政学的に非常に重要であると考えられている（Financial Times, 

2025k）。 

(4) GATT の東京・ラウンドにおいては，いくつかの交渉グループにおいて輸出制限が取り上げられており，世界貿易

を律するための国際的な枠組みの改善について交渉するフレームワーク交渉グループにおいては，当時の GATT の

規定では輸出制限を発動する場合の基準及び手続きが，輸入制限の場合と比べ整備されていないとの認識が示され

ており（津久井, 1993:  365），GATT においても輸出制限に係る規定が輸入制限規制に比較して不十分であるとの

認識はあった。 

(5) GATT 第 11 条第 2 項(a)の例外規定と GATT 第 20 条の例外規定の関係については，前者は免除規定（exemption 

or a carve-out）であるのに対し，後者は例外規定（exception）であって，後者については輸出制限の導入国に証明

責任が生じるという点で前者より適用条件が厳しくなっているとされる（WTO, 2020）。 

(6) 輸入関税も原則禁止とされていないことは同様であるが，輸入関税については，ウルグアイ・ラウンド交渉の結果，

各国は関税の上限について約束し（譲許），これを削減することになっている。 

(7) 農業協定 12 条（輸出の禁止及び制限に関する規律）は，食糧の輸出の禁止又は制限を新設する場合に遵守しなけ
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ればならない条件として，(a) 輸出の禁止又は制限が輸入加盟国の食糧安全保障に及ぼす影響に十分な考慮を払う

こと，(b) 新設に先立ち，農業委員会に対し，実行可能な限り事前かつ速やかにそのような措置の性質及び機関等の

情報を付して書面により通報し，要請があるときは，輸入国として実質的な利害関係を有する他の加盟国と当該措

置に関する事項について協議し，要請があるときは，当該他の加盟国に必要な情報を提供することを求めている。 

(8) 食料純輸入途上国については，この農業協定第 12 条の手続き規定すら適用対象外となっている（農業協定第 12

条第 2 項） 

(9) Rogerson and Dixit (2012)は，2007 年～2011 年の価格高騰時における農産物への輸出制限が国際貿易制度への信

頼感への懸念を増大させたとしている（p. 19）。WTO 事務局の元農業商品部長は，輸出制限が導入される例が増え

ているとして，WTO の輸出制限に対する規律は輸入制限に対する規律に比べて弱く強化する必要があるとしてい

る。そして，ドーハ・ラウンドが成功すると食料へのアクセスしやすさ（accessibility）や食料の入手可能性

（availability）が改善するだろうが，輸出制限という重要な課題が扱われていないことが課題であるとしている

（Boonekamp, 2012, p. 202）。Wager (2009)は，食料の安定的供給を確保するためには規模が大きく多様性に富む

グローバルな食料市場に組込まれることが重要だとしつつも，輸入に過度に依存することにより，消費量に占める

貿易割合が低い上に輸出国が限られているといったグローバルな食料市場の弱点にさらされることになり，この弱

点は輸出制限の使用を制限する拘束力ある規則が存在しないことによって増幅されるとしている。 

(10) 農産物純輸出国であっても，経済状態の良くない途上国等においては，輸出制限管理を進展させることに慎重に

なると考えられる。新型コロナパンデミック時やロシアのウクライナ侵攻時においては，穀物など価格が国際的に

決定される農産物については，農産物純輸出国であるラテンアメリカ諸国であっても国内における農産物のインフ

レ圧力に直面しており（Financial Times, 2022b），アルゼンチンは輸出制限を導入している。 

(11) WTOにおいては，2国間や複数国間における貿易自由化を定めた自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement），

関税同盟（CU：Customs Union），途上国に対する特別扱いに係る授権条項に基づく特恵的貿易協定（PTA：

Preferential Trade Agreement）の総称として地域貿易協定（RTA：Regional Trade Agreement）という名称を使

用している。なお，この FTA に，EU が途上国と締結している経済連携協定（EPA：Economic Partnership Agreement）

や経済連合協定（AA：Association Agreement）が含まれている。一方で，世界銀行においては，FTA，CU，PTA

を含む貿易協定の総称として PTA を使っており，定義の仕方が異なっている（Mattoo, 2020, 注 1）。本稿において

は，日本の行政実務において，FTA，CU，PTA を含む貿易協定の総称として FTA が使われることが多いことから，

FTA をこれら貿易協定の総称として用いることとする。 

(12) この世界銀行のレポートにおいては，世界銀行の定義に基づき，PTA という名称を用いているが，本稿において

は，注(11)の定義に基づき FTA としている。 

(13)  Mitra and Josling (2009)は，輸出数量制限は輸出税より国内厚生に対してもより悪影響を及ぼしていることを

指摘している。 

(14) 輸出制限が導入される対象産品は，農産物や天然資源であることが多いが，近年では新型コロナパンデミックを

受けて医療品についても導入されて議論を引き起こした。輸出制限に関する GATT 第 11 条第 2 項(a)，GATT 第 20

条，GATT 第 21 条等の規定においては，特に農産物とその他の物品を区別して規定していない 。FTA においても

両者を区別して扱っていないケースが多くある。本稿においては，農産物に輸出制限規制が適用されているか否か

の違いについては，これら個々の規定の対象として農産物が含まれる FTA かそうでないかという点を基準に判断し

ている。 

(15) なお，農産物について国内で危機的な不足が生じた場合でも輸出制限を導入することが全くできないとすること

は，EU が加盟国の旧植民諸国に対してするように，かつての宗主国と植民地といった歴史的に特別な関係がある国

間における例外的な場合を除いて，現在の国家間においては困難であると考える。歴史的に特別な関係がない国家

間ででき得ることは，相手国において危機的な不足が生じていないにもかかわらず，相手国の政権の政治的意図で

（特に権威主義的政権が，特定の利害集団と結びついた体制の維持のために，相手国に対し輸出制限を武器として

使用するために導入することが懸念される），相手国国民全体の利益にも反する形で輸出制限が導入されることをで

きる限り防ぐことであると考える。 

(16) 本稿における検討対象の FTA は，EU の FTA を含めて，2020 年 12 月 30 日時点で WTO に通報されているもの

である。施行された FTA の数は，2010 年前後をピークに徐々に減ってきており，この傾向は現在も続いているが，

2021 年のみ急増している。これは，英国が 2020 年末に EU から離脱し，英国が第三国との貿易に支障をきたすこ

とがないよう急ぎ FTA を締結したからである。しかしながら，これらの英国が締結した FTA については，EU の

FTA の影響を大きく受けている可能性が高いことから，検討対象から除くことが望ましいと考える。2020 年 12 月

31 日に英国の FTA 通報が 27 本も行われており，さらに 2021 年に入っても多くの英国の FTA が通報されている

が，本稿の分析からは，これら英国の FTA は対象から除かれることになる。なお，EU と海外領域(overseas countries 

and territories)との FTA 及びフェロー諸島との FTA は，それぞれ相手国が，加盟国の海外領域であったり，自治

領であったりして主権国家ではないこと，また，EU とパレスチナ自治区との FTA は，EU が締結時点において国

家承認していないことから，除外している。 

(17) Hidalgo (2013)は，EU によって締結された FTA は，一般的に，輸出制限の適用をある程度規制する規定を含ん

でいるとして着目し，事例を紹介している。 

(18) 最近，EU の環境規制の緩和などを踏まえ，EU のブリュッセル効果が終わったとの見方が強くなってきている

との指摘も見られる（臼井，2026）。ただし，本稿で検討対象としている EU の FTA は，注 16 で述べたとおり 2020

年 12 月 30 日時点で WTO に通報されているものであり，少なくともこの時点においては，ブリュッセル効果は大

きくは減退していないと考える。 

(19)  例えば，WTO における各国 FTA の審査会においても，ウクライナとアゼルバイジャン間の FTA について，

WTO 作成の実施状況レポート（implementation report）が小麦及び大豆の輸出制限に係る規則の変更に言及して

いることに関連して，EU は，ウクライナが穀物の輸出制限を導入した理由について質問するなど，途上国間の農産

物の輸出制限にも関心を示している（WTO, 2016）。 
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(20) Blockmans and Lazowski (2006)は，EU の財政援助は，近隣諸国に対する EU の政策を支える手段であるとし

て，これらの財政援助の政策を紹介している。 
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第２章 EU の次期共通農業政策案における構造的転換 
―戦略的自律の確保に向けた直接支払いと市場政策の再構築― 

桑原田 智之 

欧州委員会は 2025 年 7 月，2028～2034 年を対象とする次期多年度財政枠組み

（Multiannual Financial Framework; MFF）案を公表した。この次期MFF案は，従来

の予算構造を抜本的に見直し，地政学的リスクの高まりや経済環境の不確実性の増大等を

背景として2024年6月に欧州理事会が採択した「戦略アジェンダ(Strategic agenda) 2024-

2029」等で示された政策優先課題に対応すべく，共通農業政策 (Common Agricultural 

Policy; CAP) に係る予算を含む既存の 14 の基金を統合し，「国家・地域パートナーシップ

基金（National and Regional Partnership Fund; NRPF）」という新設の包括的枠組みを

構築する野心的な予算改革案を提示している (EC, 2025f: 4-5)。これに伴い，次期 CAP

（2028～2034 年）案についても，この新たな予算構造に即した法的枠組みの基本方針が

同委員会から提示された。 

今後の法的枠組みの決定に向けたスケジュールについては，2027 年中の関連法令の採

択を可能とするため，2026年末までに EU 首脳レベルでの MFF合意を達成することが目

標として掲げられている(European Council, 2026)。これは，現行 CAP（2021～2027年）

の導入過程において顕在化した，法令採択の遅れに起因する実施の遅延への反省に基づい

ている。2028 年 1月の次期 CAP実施に向けては，①各加盟国による国家・地域パートナ

ーシップ計画（National and Regional Partnership Plan; NRPP）の策定・申請，②欧州

委員会による同計画の審査・承認，③各加盟国による実施細則整備等に充当するための準

備期間を確保する必要があると考えられ，欧州委員会からは，現行 CAP に係る法令採択

の遅れによる実施遅延への反省から，迅速かつ適時な合意を目指す意図がある旨の考えが

示されている(EC, 2025a: 7, 14)。 

また，次期 CAP 案においては，2023 年に実施された現行 CAP に対する中間評価結果

が色濃く反映されている。現行 CAP においては，所得支持を目的とする基礎所得支持等

に対し，環境・気候への追加的取り組みに対する上乗せ払いであるエコ・スキーム等を組

み合わせる複層的な構造が導入された。しかし，現行制度における環境・社会要件と具体

的措置のリンクが，実施や報告における複雑さと硬直性を招き，（そのことが実施や報告に

おける行政負担を増大させ，）農業者に対する所得支持の機能を弱めていることが 2024年

1 月から農業団体等主要ステークホルダーを集めて開催された「EU 農業の未来に関する

戦略的対話（Strategic Dialogue on the Future of EU Agriculture）」(1)において指摘され

た (EC, 2024b: 42-43)。これを受け，次期 CAP案においては，従来の CAPにおいて並列

する基礎所得支持や再分配所得支持等複数の所得支持を「逓減的面積ベース所得支持 

(Degressive Area-Based Income Support; DABIS)という単一の支払体系へと一本化する
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方向が示された2 (EC, 2025d, Article 6: 9-10)。 

さらに，地政学的な文脈においては，ロシアによるウクライナ侵攻後のエネルギー・肥

料・飼料等の投入財価格の乱高下等を受け，食料安全保障が再び欧州の戦略的自律を支え

る核心的課題として再認識されている。これは，環境基準の遵守を前提としつつも，いか

なる外部ショック下においても欧州農業が供給力を確保し続けるためのレジリエンス確保

へと政策の重点がシフトしたことを意味していると言えよう。 

本稿では，次期 CAP案の全体像を概観した上で，直接支払い制度，市場政策，イノベー

ション政策の改革内容について，加盟国間の対立軸を交え分析する。 

本稿で分析対象とする次期 CAP案は，2025 年 7 月に公表された欧州委員会提案に基づ

くものであり，今後の欧州議会，欧州理事会等における議論，加盟国等との交渉等の中で

変更され得るものであることに留意が必要である。 

本稿においては，第１節において，EU の農業・食料政策をめぐる現況と目的の推移，

第２節において，次期 CAP 案の新たな制度的枠組みと基本的方向性について，主に直接

支払い・市場政策・イノベーション政策の観点から論述する。続いて，第 3節においては，

次期 CAP案をめぐる加盟国の立場と利害対立，合意に向けた展望を論じる。第 4節・第 5

節においては，欧州における戦略的自律の考え方の下で，直接支払い・市場政策に関して

いかなる改革案が欧州委員会により示されているか分析を行う。末尾の第 6節においては，

EUにおけるMFF や次期 CAP案の検討が，日本を含め農業政策におけるレジリエンスの

確保を検討する上で重要な示唆を有することについて総括を行う。 

 

１．EU の農業・食料政策をめぐる現況と目的の推移 

 

（１）政策的力点のシフト：供給力維持と戦略的自律の確保 

次期 CAP 案の検討における顕著な変化の一つとして，政策課題の捉え方の変化が挙げ

られる。現行 CAP の策定段階においては，「欧州グリーン・ディール (European Green 

Deal)」，「農場から食卓まで戦略 (Farm to Fork Strategy)」等に基づき，環境・気候変動

対策が強力に推進された。しかし，ロシアによるウクライナ侵攻等を背景としたエネルギ

ー・肥料・飼料等の投入財価格の高騰や地政学的リスクの増大は，農業セクターに著しい

影響を与えた(significantly strained) (EC, 2024b: 20)。こうした情勢の変化は，EU の農

業政策において，環境対応と並び，食料安全保障の確保がいかに不可欠であるかという課

題を改めて再認識させることとなった (EC, 2025a:3; European Council, 2024:7)。 

2024年 6月に欧州理事会が採択した「戦略アジェンダ (Strategic Agenda 2024-2029)」

においては，「自由で民主的な欧州」，「強靭で安全な欧州」，「繁栄し競争力のある欧州」の

3領域が優先課題として掲げられた (European Council, 2024)。これを受け，欧州委員会

が同年 7月に公表した「政治指針(Political Guidelines for the Next European Commission 

2024-2029)」においては，防衛や競争力と並び，「生活の質の維持：食料安全保障，水，自

然」が戦略的な核心課題として位置づけられた (EC, 2024a: 21)。 
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こうした戦略アジェンダ，政治指針に示された方針の下，農業・食料分野においても，

域内における供給力維持の重要性が再認識される方向へと転換している。これは環境目標

の達成を，農業者の所得安定や生産性の向上と対立するものではなく，不可分なものとし

て捉え直すアプローチへの移行を意味していると考えられる。欧州委員会は同指針におい

て，持続可能性への移行にあたっては，農業者が公正で十分な所得を確保することが不可

欠であるとの認識を示している (EC, 2024a: 21)。 

 

（２）EUの農業・食料分野をめぐる中長期的な将来像 

戦略アジェンダ・政治指針といった上位方針を，農業・食料分野における中長期的な指

針として具体化したものが，2025年 2月に欧州委員会が公表した「農業・食料に関するビ

ジョン（Vision for Agriculture and Food）」(EC, 2025b)である。同ビジョンは，次期 CAP

の具体的な制度設計を導く指針として位置づけられる。 

同ビジョンにおいて特筆すべきと考えられる点の一つは，農業者の所得確保が，環境対

応を含むあらゆる持続可能性を成功させるための前提条件として位置づけられていること

である。具体的には，投入財価格の乱高下といった近年の状況を踏まえ，農業者の経済的

レジリエンスが確保されて初めて，野心的な環境目標への投資や次世代への継承が可能に

なるとの認識が示されている。 

このような基本的な考え方を踏まえ，環境対応について同ビジョンにおいては，従来の

コンディショナリティを通じた義務付けを基礎としたアプローチから，農業者が生態系サ

ービスを提供する取り組みに対して報いるインセンティブ重視の枠組みへの転換が志向さ

れている (EC, 2025b: 8)。さらに同ビジョンでは，デジタル化の推進や，新ゲノム技術 

(New Genomic Technologies; NGTs) を含む植物育種イノベーションを，気候変動への適

応と資源節約型の生産を加速させる不可欠な手段として規定し，将来の欧州農業の競争力

とレジリエンスを確保する方向性を提示している (EC, 2025b: 24-25)。 

 

２．次期 CAP 案における新たな制度的枠組みと基本的方向性 

 

次期 CAP 案においては，農家所得の確保，食料の安定供給，環境・気候変動対策等，

CAP が従前から掲げてきた政策目的は維持されている。しかし，2022 年以降のウクライ

ナ情勢等を背景とした地政学的不確実性の高まりや，エネルギー・肥料・飼料等の投入財

の輸入依存リスクの顕在化を踏まえ，EU の農業政策においては，従来の環境持続可能性

の追求に加え，食料安全保障を通じた戦略的自律の確保がいかに不可欠であるかが改めて

再認識されるに至っている (EC, 2025d: 1; European Council, 2024:6)。 

この戦略的自律の確保は，欧州理事会が採択した戦略アジェンダ等において，防衛，エ

ネルギー，経済，食料安全保障等を包含する EU 全体の最上位の政策目的として位置づけ

られている。この上位概念の下，次期 CAPは，地政学的不確実性等に対する欧州の食料の

安定供給を担保するための戦略的手段としての役割を担うことが明確にされた  (EC, 
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2025d: 1)。こうした政策的重点の移行を踏まえ，欧州委員会は，戦略的自律や食料安全保

障等の新たな優先課題に即応すべく，次期 CAP 案を含む次期予算全体において，予算構

造，ガバナンス，および個別政策の中身の抜本的な見直しが行われることを提起している 

(EC, 2025f: 1-2; EC, 2025d: 1-2)。 

 

（１）次期多年度財政枠組みと連動した予算・ガバナンス構造の改革 

次期 CAP 案の制度設計における最大の特徴の一つは，CAP に係る予算を運用する基金

が，欧州全体の新たな包括的財政枠組みである NRPFへと統合される点にある。 

これまでの CAP予算は，欧州農業保証基金（European Agricultural Guarantee Fund; 

EAGF ） と 欧 州 農 業 農 村 開 発 基 金 (European Agricultural Fund for Rural 

Development;EAFRD）という独立した二つの基金で運用されてきた。しかし次期 CAP案

においては，これら現行の二基金の両方が，他の地域政策基金等とともに NRPF という単

一の包括的基金の下へと統合・再編されることが提案されている (EC, 2025d: 1, 8)。 

この二つの基金を含む CAP予算全体の NRPF への統合は，加盟国等が実施する EU資

金を首尾一貫した計画プロセスに統合し，あらゆる資金のインパクトを最大化するととも

に，より効率的な予算執行と制度の簡素化を図ることを目的としている (EC, 2025f: 3)。

加えて，こうした包括的枠組みへの統合により，農業政策（特に農村地域の発展に資する

開発政策や構造政策）を他の地域政策とより緊密に連携させ，分野横断的な相乗効果・補

完効果を強化する狙いも込められている (EC, 2025b: 21)。 

こうした見直しの中で，次期 CAP 案においては，現行の第 1 の柱・第 2 の柱という区

分は廃止され，双方の機能が新たな CAP 介入措置(CAP interventions)として引き継がれ

ることが提案されている(EC, 2025d: 8)。その上で，欧州における食料の安定供給という課

題に対処するため，農業者に対する所得支持等の予算については，NRPF 内で最低 2,957

億ユーロがリングフェンス（使途限定）され，真に食料安全保障に貢献する農業者へ確実

な政策資源が担保される仕組みが法的に規定された (EC, 2025e, Article 10(2):. 45; EC, 

2025d: 2)。 

こうした予算構造の変化に伴い，政策のガバナンスも見直される。各加盟国における

CAP の実施に当たり各国が策定する国別計画については，現行 CAP の下では農業分野に

特化した CAP国家戦略計画 (CAP Strategic Plans)として策定されてきた。しかし次期枠

組みの下では，あらゆる支援措置を単一の計画に統合するという方針に従い，NRPF 全体

を管理する NRPP の中に設けられる一つの農業章として，他分野の政策との整合性を確保

しながら策定・実施することが提案されている (EC, 2025f: 4; EC, 2025e, Article 21(2): 

52; Article 74: 111-112)。 

そして，この新たな計画枠組みにおいて重視されているのが，プロセス管理から成果重

視への移行である。従来は，プロセス重視，具体的には，農業者がいかなる作業を行った

か（例：環境配慮の特定の農業活動を実施したか否か）を厳格に管理・審査することに主

眼が置かれ，これが当局・農業者の双方にとって多大な事務負担を強いる要因となってき
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た。これに対し次期 CAP案においては，EU から加盟国への予算執行を成果重視（Results-

based delivery）へと転換することが提案されている。具体的には，EU と各加盟国の間で

あらかじめ合意した投資（資金投入）と改革（制度・規制等の見直しのパッケージ）につ

いて，そのマイルストーン（定性的な到達点）およびターゲット（定量的な到達点）の達

成度を資金支払いの条件とする仕組みである (EC, 2025f: 6; EC, 2025e, Article 4: 36-37)。

これにより，加盟国は自国の農業実態に即した柔軟な制度設計の裁量が認められる一方，

自国が設定した成果に対する説明責任をより強く負うこととなる (EC, 2025d: 1-2, 5)。 

更に注目すべきは，この EUレベルでの厳格な成果管理が，加盟国から現場の農業者に

対する評価にも波及する点である。自国のターゲット達成を EUに証明する責任を負う加

盟国は，現場の政策執行においても成果を担保する仕組みを強化せざるを得ない。実際に

法案では，例えば，環境・気候対策の一環として農業者が策定する移行行動計画（transition 

action plan）に係る支援において，単なる作業の実施ではなく計画の完了（結果）を最終

支払いの条件とすることが法的に規定されるなど，現場レベルでも成果・結果を問うメカ

ニズムが組み込まれている (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

こうした所得支持予算の確実な担保，NRPP への統合，加盟国の裁量増大と成果重視へ

の転換といった一連の改革は，政策の実効性を高めつつ，複雑化した制度の簡素化を目指

すものとして位置づけられている (EC, 2025a:5; EC, 2025d: 3)。 

 

（２）次期 CAP 案における主要政策の見直しの方向性 

次期 CAP 案においては，欧州における食料の安定供給確保という課題に向け，前述し

た改革の方向性を踏まえて，主要政策について具体的に以下の方向性で見直しを行うこと

が検討されている。 

 

１）所得支持(直接支払い) 

直接支払いについては，分配構造の是正と事務負担の軽減等を図るため，現行の基礎所

得支持，再分配所得支持，青年農業者所得支持の三つを，DABISへ一元化されることが提

案されている。この見直しでは，1 受給者当たりの年間受給額について 2 万ユーロを超え

る部分に 25%，50%，75%の累進的な削減率（逓減率）を適用し，最大 10 万ユーロの上限

を一律に設定する仕組みが法的に規定された (EC, 2025d, Article 6:9-10)。なお，現行の

エコ・スキームについては DABIS には統合されず，農村開発の環境措置と統合された農

業環境・気候アクション（Agri-environmental and climate actions; AECAs）に再編され

る (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

あわせて，直接支払いによる支援を真に食料安全保障に貢献する主体へと的を絞るため，

従来の活動的農業者 (active farmers)の概念を，農業を主たる活動 (principal activity) と

する者へと厳格化し，面積ベースの所得支持を標的化（ターゲティング）する方針が示さ

れ，この「主たる活動」の概念を定義する基準としては，総所得に占める農業所得の割合，

農場への労働投入量，会社の目的，および国や地域の登録簿への農業活動の記載が含まれ
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るべきであると提案されている(EC, 2025e: 26; EC, 2025d, Article 6(5): 10)。さらに，環

境保護や労働・雇用条件等の遵守を義務付ける「ファーム・スチュワードシップ (Farm 

stewardship)」を DABIS 等の直接支払いの受給要件として包括的に適用することで，所

得支持を環境・社会に係る課題対応の基盤となる制度として位置づける改革が法的に規定

された (EC, 2025d, Article 3: 6-7)。 

 

２）市場政策 

市場政策については，欧州委員会提案によると，①現行 CAP において平時の市場安定

を担う価格政策を維持しつつ，②緊急危機対応（Unity Safety Net; USN）として，農産品

等の価格変動や投入財コストへの影響等の脅威に対処するため，欧州委員会が即時適用可

能な実施規則（immediately applicable implementing acts）により機動的に発動する措置

を導入することが提案されている。この USN については，7 年間で合計 63億ユーロの独

立予算を確保することで，有事対応への制度的な予見性と対応力を高める仕組みとして位

置づけられている(EC, 2025e:.25 ; EC, 2025d: 9; EC, 2025c, Article 222f: 35)。さらに，

③市場構造で生じている課題自体(フードチェーンにおける交渉力，情報の非対称性，価格

形成の透明性等)に働きかける構造的なアプローチの強化を通じて，サプライチェーンの強

靭化，戦略的自律の確保を図ることも提案されている (EC, 2025b: 6-7)。 

 

３）イノベーションを通じた生産性・競争力の向上 

 欧州農業の生産性および競争力の向上に向けて，次期 CAP 案は，CAP に基づく措置と

次期研究開発枠組みプログラム(FP10)等の研究開発枠組みとの連携を強化し，先端技術の

現場実装を加速させる相乗効果の最大化を図る方針を打ち出している(EC, 2025d: 4)。 

このような考え方の下，両枠組みの間では，明確な役割分担が企図されている。まず，

FP10 等の研究開発枠組みにおいては，AI を活用した行動なデジタル技術の開発，NGTs

による気候変動適応型品種の育種等，新たな知識やイノベーションの創出といった基礎的・

基盤的開発を中心とした役割を担うことが想定されている(EC, 2025b: 24-26)。一方，CAP

においては，これら先端技術を現場へ普及させる社会実装の課題に対して中心的に対応す

ることが想定されている。具体的な例としては，農業知識・イノベーションシステム

（Agricultural Knowledge and Innovation Systems; AKIS）を通じた専門的助言サービ

スの強化，農家によるデジタル機器導入を支援する投資助成等が挙げられる(EC, 2025d, 

Article 13: 14-15; Article 20: 19-20; EC, 2025b: 25-26)。 

このように次期 CAP案においては，基礎的・基盤的開発については他に委ねる一方で，

CAPにおいては，社会実装の課題に対して中心的に対応することが想定されている。この

役割分担により，相乗効果・補完効果を最大化し，戦略的自律，食料の安定供給の確保を

図ることを目指していると考えられる。 

 

３．次期 CAP 案をめぐる加盟国の立場と利害対立，合意に向けた展望 
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欧州委員会が提案した次期 CAP 案に関しては，加盟国間では自国の農業構造等に対応

した政策上の優先順位等を踏まえて利害対立が生じている。主として以下のものが挙げら

れる。 

第一に，直接支払いの分配構造の適正化と，イノベーション投資のバランスをめぐる対

立である。欧州委員会は，受給額の上限設定や累進的な削減（逓減）を導入し，支援を真

に必要とする中・小規模層等へ再配分する方針を掲げている。しかし，一般に大規模な農

業経営体が多く，直接支払いが農業者所得の重要な構成要素となっているフランスやドイ

ツ等では，受給額の上限設定等に対して懸念や反対が示されている(Abis, 2025)。EU 最大

の農業生産者団体である COPA-COGECAも上限設定や逓減に明確に反対する声明を出し

ている (Šajn, 2025: 8)。こうした反発の背景には，大規模経営体への支援の制限が長期的

な投資余力を削ぎ，結果として欧州の戦略的自律・供給力維持という目的を損なうといっ

た懸念があると考えられる。これに対し，小規模農業者が多く，一戸当たりの直接支払い

受給額を底上げしたい東欧・南欧諸国は，分配構造の適正化としてこの方向性をおおむね

支持していると考えられ，実際に小規模農業者等で構成される国際的な農業関連の運動組

織であるラ・ビア・カンペシーナ(La Via Campesina)は，現行の面積ベースの支払いが大

規模経営体を利していると批判し，上限額をさらに 6 万ユーロへと引き下げるよう求めて

いる。また，主要な環境 NGO等も上限設定や逓減導入を支持している (Šajn, 2025: 9-10)。 

さらに，自力での投資余力が比較的大きいと考えられる大規模層や，再配分保護の対象

となる小規模層の中間に位置し，いずれの支援も限定的となりがちな中規模層が，技術実

装に伴うコストの自己負担に耐えきれず，競争から脱落することへの懸念も，政策議論に

おいて指摘されている (EC, 2024b: 17, 43; EC, 2025b: 24)。 

第二に，環境と食料の安定供給という政策目的間の優先順位をめぐる対立である。 ウク

ライナ情勢等を契機として食料の安定供給，レジリエンス強化の重要性が再認識され，環

境対応と生産性を不可分なものとして両立させる方針が打ち出された。しかし，その方針

を具体化する制度設計において，生産性維持のために環境要件をどの程度まで柔軟化すべ

きかという点が，環境重視の勢力と生産重視の勢力との間で論点となっている。 

一般に環境野心の高い北欧諸国や環境保護団体は，こうした柔軟化の方向性に懸念を有

していると考えられ，実際に主要な環境保護団体である EEB（欧州環境事務局）や IFOAM

（国際有機農業運動連盟）等は，現行 CAPにおけるエコ・スキーム等を統合した AECAs

等の環境に係る取り組みに対して予算のリングフェンスが義務化されていない点に懸念を

表明して，こうした使途限定の欠如が，環境要件を競争上の不利益と見なす加盟国間での

「底辺への競争 (race to the bottom)」を招き，欧州において環境持続可能性への焦点の後

退をもたらしかねないと批判している (Šajn, 2025: 10)。 

一方で，ウクライナ情勢の影響を直接的に受けている東欧諸国等は，供給力の維持と農

業者の収益性を最優先すべきであるとして，環境要件の柔軟化を求める声が出されている

ところであり(例えば Foote, 2022)，加盟国等からのこうした強い要請を受け，欧州委員会
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は水枠組み指令や硝酸塩指令等の環境規則について，その累積的影響や比例性3を考慮し，

要件の柔軟化に向けた対話を進める方針を明らかにしている(EC and Cypriot Presidency, 

2026: 5)。また，この利害対立は，次期 CAP 案において AECAs 等の環境対応に新たに

30%の国内拠出(共同融資)が義務付けられたことで一層複雑化している (Šajn, 2025: 3)。

これにより，単なる環境か生産かという理念の対立にとどまらず，各国の財政的負担能力

を絡めた新たな利害対立の要因となっていると考えられる。 

したがって，次期 CAP改革に係る合意形成においては，①農家所得の下支え，②環境持

続可能性の追求，③供給力を重視する戦略的自律の確保といった政策目的の間で選択が問

われていると考えることが可能である。 

しかし，前述のような欧州委員会による柔軟化や対話の推進等によるアプローチによっ

て，これら所得支持・環境規制・生産性向上といった目的間の対立を解消し得るかについ

ては，加盟国やステークホルダー間で依然として立場の隔たりが大きい。2026年末までの

EU 首脳間合意が目指される過程で，具体の制度設計をめぐる加盟国等の間での交渉が継

続するものと考えられ，動向を注視する必要がある。 

 

４．直接支払い制度の見直し： 分配構造の是正，受給要件厳格化等 

 

（１）直接支払いの分析視点，現行制度の構造 

現行の CAPにおける直接支払い制度は，①支払い単位（面積・農業活動等），②支援の

対象，③受給要件，という三つの要素の組み合わせにより，多層的な政策目的を単一の制

度内で実現しようとする構造的特徴を有すると考えることが可能である。 

第一に，支払い単位と支援の対象に着目すると，現行制度の基盤は，生産から切り離さ

れた（デカップルされた）所得支持である持続可能性のための基礎所得支持である。これ

は，営農実態がある「適格な面積(eligible hectares)」4を支払い単位とし，特定の生産行為

を条件とせず広範に支払いが行われる。その一方で，特定の政策目的に基づき支援対象を

ターゲティングする仕組みも併存している。具体的には，大規模経営体から小規模経営体

等へ予算を再配分する再分配所得支持や，新規就農者の経営確立を目的とした青年農業者

支払い等がこれに該当する。 

第二に，受給要件に着目すると，直接支払い制度は，法的義務の遵守と追加的行為への

対価という二重のインセンティブ構造を有している。まず，全ての受給者に共通の基礎的

要件として，①環境，気候変動，公衆衛生，労働基準等に係る規定の遵守を求めるコンデ

ィショナリティや，②実態として農業を営んでいるか否かを判定する活動的農業者の要件

が存在する。これらは直接支払いの受給権を確立するための必須の法的要件である。その

上で，これら義務的要件を上回る環境・気候への追加的活動を行った農業者に対し上乗せ

の報酬を支払うエコ・スキームの仕組みが設定されている。 

このように CAPの直接支払いにおいては，土地の保有・利用を基礎とした所得支持，経

営規模等に着目した予算の再配分，特定の農業行為の選択に応じた政策誘導という異なる
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政策意図が併存する構造となっており，管理プロセスの複雑化を招く主要な要因となって

いると考えられる。 

 

（２）所得支持の束から単一体系への転換と簡素化 

次期 CAP実施に向けた直接支払い制度の見直しにおいて，欧州委員会は，現行 CAPに

おいて並列する複数の所得支持を DABISへ原則一元化することを提案している。 

この DABIS への一元化の重要な意義の一つとしては，現行 CAPにおいて別途の支払い

措置として並列していた基礎所得支持，再分配所得支持，青年農業者支払いについて，

DABIS という単一の支払体系の中に統合し，窓口を一元化することを通じて，措置ごとに

異なっていた申請・審査プロセスが統合され，農業者・当局ともに事務負担コストが大幅

に軽減されることにあると考えられる。なお，エコ・スキームについては，この DABIS の

中には統合されない。同スキームは，現行 CAP における第 2 の柱における環境措置等と

統合され，単一の新たな環境インセンティブ措置である AECAsとして，DABISとは独立

した措置への再編が提案されている (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

ここで留意すべきは，DABISはその名称に面積ベースと冠され，適格な面積の保有・利

用が受給の前提となるものの，その支払額が必ずしも全面積に対して比例的に算出される

わけではないという点である。DABISの内部構造を確認すると，全ての適格面積に対して

支払われる基礎的な単価部分を土台としつつ，現行の青年農業者への加算や，中・小規模

農業者等への標的化といった要素が，DABIS 内部の仕組みとして包含されるという多層

的な計算ルールが適用されている (EC, 2025d, Article 6: 9-10)。このように，これまでの

多面的な支援機能を損なうことなく，制度の枠組みを単一化して運用の簡素化を同時に達

成しようとする点に，DABISの制度設計上の特徴があると考えられる。 

 

（３）分配構造の是正：受給額の逓減と上限設定 

直接支払いの見直しにおいて，DABISへの一元化と同時に，分配構造の抜本的な是正も

提案されている。面積を基礎とする直接支払いは，基本的には面積を支払い単位とするこ

とから大規模経営への集中を招きやすいが，次期 CAP 案においては，受給額において一

定規模を超える部分の支払いを調整することで，限られた予算の中で分配構造を是正する

ことが意図されている。 

具体的なメカニズムとしては，第一に，1 受給者当たりの年間受給額のうち，2万ユーロ

を超える部分に対して，金額層が高くなるにつれて 25％，50％，75％という累進的な逓減

率を適用した上で，最大 10 万ユーロという上限を一律に設定する仕組みである (EC, 

2025d, Article 6: 9-10)。欧州委員会は，この大規模経営に対する受給額に係る上限等の適

用を，より公正な分配を確保するための措置であるとの考えを示している(EC, 2025g) 。

第二に，これと同時に，支援を最も必要とする中・小規模農業者への標的化や，次世代を

担う青年農業者に対する支払単価の引き上げを行うことが加盟国に義務付けられている 

(EC, 2025d, Article 6(2): 9)。 
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（４）活動的農業者の定義厳格化 

加えて，次期 CAP 改革において直接支払いに関して重要な論点となっているのが，支

援対象を真の農業活動の担い手へと厳格に標的化するという受給資格の見直しである。こ

れは，直接支払いを単なる土地保有等に対する所得支持ではなく，実態を伴う農業活動と

より厳格に結びつける意図を反映したものであると言える。 

具体的には，当該主体の総所得に占める農業所得の比率，農場への労働投入量，法人目

的等の客観的指標に基づき，農業を主たる活動としない主体を特定し，原則として支援対

象から除外する仕組みの導入が規定された (EC, 2025e:26; Article 4(3)(c): 36)。一方で，

主たる活動が農業でなくとも，一定の最低限の農業活動に従事している小規模農業者につ

いては，支援対象から排除されないよう配慮する規定も同時に設けられている  (EC, 

2025d, Article 6(5): 10)。 

この受給資格の厳格化は，いかなる主体を支援対象とすべきかという公的支援の正当性

を厳密に問うものであると言える。これにより，限られた政策資源を，食料供給や農業の

担い手確保に直結する主体へと集中させ，直接支払いという所得支持制度の実効性を高め

ようとする試みであると考えることが可能である。 

 

（５）環境・社会要件の DABISへの適用と小規模層への配慮 

また，次期 CAP案では，現行 CAPにおけるコンディショナリティがファーム・スチュ

ワードシップへと名称変更されることが提案されている。現行 CAP においてもコンディ

ショナリティは全ての直接支払いの受給要件として機能しているが，DABIS 等の受給要

件として単一の制度構造の中に統合して規定されることとなった (EC, 2025d, Article 3: 

6-7)。これにより，直接支払いの受給と高い環境・社会水準の遵守が不可分であるという

原則が，新制度下においても引き続き確固たる土台として引き継がれることとなる。 

なお，この要件をめぐっては小規模農業者への配慮を踏まえた柔軟な運用が行われるこ

とも規定されている。具体的には，年間最大 3,000 ユーロの小規模農家向け支払い

Payment for small farmers）を選択した農業者に対してはファーム・スチュワードシップ

の環境要件が免除される (EC, 2025d, Article 3(2): 6; Article 7(1): 10)。加えて，適格面積

が 10 ヘクタール以下の全ての農業者に対しては，当該要件の遵守状況に関する当局の審

査や罰則が免除される仕組みとなっている (EC, 2025e, Article 62(1): 94)。制度の理念と

しては受給者に責任を課しつつも，実態としては小規模層の行政負担を軽減するという措

置が講じられることとなる。 

以上のように，次期 CAP案における直接支払い制度の見直しは，①DABIS への一元化

と簡素化，②受給額に係る累進的削減と上限設定を通じた分配構造の更なる是正，③農業

を主たる活動とする者への支援対象の厳格化を通じた公的支援の正当性強化，④新たな環

境・社会要件（ファーム・スチュワードシップ）への再編と DABIS の受給要件としての

統合，という四つの軸で構成されている。 
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５．市場政策 

 

現行 CAPの市場政策は，価格下支え政策，緊急危機対応，市場環境整備を行う構造的な

取り組みの三層構造で構成されていると捉えることが可能である。次期 CAP 案において

もこの構造は継承されているが，同案における市場政策の見直しにおいては，近年の不確

実性の増大等を受け，特に緊急危機対応の制度化と構造的な取り組みの強化に重点が置か

れている。本節では，これらについて，現行 CAP下における概要と，次期 CAP案におけ

る見直しの方向性について述べる。 

 

（１）現行 CAP における市場政策の三層構造と課題 

現行 CAP 下での市場政策は，①公的介入や民間備蓄助成等を通じ，価格下落局面で物

量を一時的に吸収する価格下支え手段，②地政学的ショックや異常気象等の突発的事態に

対応する措置，③フードチェーンにおける交渉力格差や情報の非対称性といった市場構造

そのものの課題に働きかける措置（例：生産者組織の活用や市場透明性の向上）の大きく

三層で構成されている。 

一つ目の価格下支えは，法令上の参照価格を主たる発動基準とするため，近年の投入財

コスト高騰等のリスクを十分にカバーできていないこと，二つ目の緊急危機対応の財源が

現行 CAP の下では農業予備費という不安定な財源に依存していること，三つ目の構造的

な取り組みに係る施策が EU域内の供給力の維持・向上に結びつくような重点的な運用が

なされていないこと等が課題となっている。 

次期 CAP案では，現行の価格下支え政策を維持しつつ，新たに USN を導入することで

危機管理機能を制度化して強化するとともに，サプライチェーンのレジリエンス強化を図

る施策の拡充が提示されている。 

 

（２）次期 CAP 案における市場政策の見直しの方向性 

次期 CAP 案において，市場政策については，（１）で述べたとおり，現行 CAP 下にお

ける三層構造自体は維持しつつも，特に近年顕在化している課題に対処すべく，第 2 層の

緊急危機対応の制度化，第 3 層の構造的アプローチの強化等の見直しが提示されている。

具体的には，次期 CAP案において，市場政策は，以下の三つの柱で構成されることが提案

されている。 

第一に，共通市場組織（Common Organisation of the Markets; CMO）規則に基づく価

格下支え政策(公的介入等)であり，現行 CAP下と同様に引き続き，主として法令上の参照

価格を判断基準とした運用が維持される。より具体的な発動メカニズムとしては，例えば

公的介入の発動に関して，対象品目（小麦，大麦，とうもろこし等） について法令で定め

られた参照価格を下回った場合に発動されることとなる。 

第二に，緊急危機対応の制度化を図るべく導入提案が行われている USN が挙げられる。
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不安定な農業予備費からの拠出という現行 CAP下での措置に代わり，次期MFF案におい

て 7 年間で合計 63 億ユーロという独立した予算枠が事前に確保されることが提案されて

いる (EC, 2025d: 9)。欧州委員会提案によると，USNの主たる目的は，市場の不均衡（農

産品等の価格と投入財コストの乖離等）の是正を通じた市場の安定化であるとされている。

その発動判断は，農産品等価格の動向のみならず，エネルギー・肥料・飼料等の投入財コ

ストの変動，さらには地政学的リスクや動植物の健康問題といった要因を含め，市場状況

を総合的に評価する仕組みとして設計されている (EC, 2025e: 25)。この USNの仕組みを

通じた具体的な支援方法については，欧州委員会が決定する標準額（単位数量当たりの買

い入れ単価や保管・加工経費等）に基づく，農産品等の買い入れ，貯蔵，加工等の公的介

入措置に対する資金提供という形で行われる方針が提案されている(EC, 2025e, Article 

32: 66)。これら市場状況の総合的な評価に基づく機動的な支援は，予見困難な緊急状況に

対して，貯蔵や，生鮮品等を長期保存可能な形態へと加工等を通じた過剰供給量の市場か

らの隔離により需給バランスに直接働きかけるものであり，これにより，例えば，高騰す

る投入財コストと農産品等価格間の不均衡を是正し，当該セクターのレジリエンス強化が

促進されるものと考えることが可能である。 

第三に，CMO 規則の改編を通じた，サプライチェーンのレジリエンス強化の拡充を目

指す構造的アプローチの強化である。現行 CAP 下で既に実施されている生産者組織によ

る共同貯蔵・加工への支援といった枠組みを継続しつつ，具体的施策の充実・強化を図る

ものである。 

具体的には，畜産物，乳製品，タンパク質作物等について，品質や表示ルールを規定す

るマーケティング基準を強化し，原産地表示の厳格化や製品定義の再整理5を行うことが提

案されている (EC, 2025g; EC, 2025c, Article 1(13):27)。これは，市場の透明性を高める

のみならず，安価な域外輸入品との質の差別化を法的に担保することで，域内産品の競争

力を強化し，戦略的自律に資する市場環境を整備するものであると考えられる。また，公

共調達の枠組みである EU学校制度を通じた地産品活用の優先化 (EC, 2025c, Article 28: 

22-23) や，サプライチェーンにおける農業者の交渉力強化に向けた生産者組織の権限拡充

も検討されている。 

さらに，投入財の準備性や入手可能性を高めるためのサプライチェーン対策も提案され

ている。具体的には，供給途絶時に食料安全保障を確保するための農産物・投入財の戦略

的備蓄や緊急時のリアルタイムの在庫管理の制度化等が示されている (EC 2025c, Article 

222d: 34; Article 222f: 35)。 

第 1 表は，次期 CAP案における価格下支え政策と USN の比較を行ったものである。 

 

 



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15号（2026.3） 

- 13 - 

第１表 次期 CAP案における価格下支え政策と緊急危機対応(USN)の比較 

 

資料：EC (2025c), EC(2025d), EC(2025e)を基に筆者作成 

 

（３）市場政策と直接支払いの役割分担 

次期 CAP 案における市場政策は，第 4 節で詳述した直接支払いと，不確実性へのアプ

ローチや発動の時間軸において補完関係を形成していると見なすことが可能である。 

まず，直接支払いは，市場介入を伴わず，年次ベースで予見可能な所得支持を行うこと

を通じて，農業経営の基礎的なレジリエンスを平時から担保する役割を担う。市場で発生

した結果を事後的に調整するのではなく，年次単位で経営基盤そのものを事前に下支えす

ることでリスクに対するレジリエンスを向上させようとする制度である。 

これに対して市場政策は，所得面の下支えのみでは対応困難な急激な需給変動や地政学

的ショック等に対し対処するものである。具体的には，市場を通じたセーフティネット提

供としての価格下支え，USNを通じた機動的介入，構造的アプローチを通じた事前の市場

環境整備という重層的なアプローチが取られている。 

このように，次期 CAP案においては，直接支払いによる所得安定を前提としつつ，市場

政策が，価格下支え，USNを通じた事後的介入や，構造的な取り組みを通じた事前の市場

環境整備等の機能を担うことで，不確実性に対応する複層的な政策体系としての性格を強

めている。この補完的な役割分担を捉えることは，次期 CAP 案を理解する上で適切な視

点の一つになるものと考えられる。 

 

６．おわりに 

 

本稿においては，欧州委員会が提示した次期 MFF案や CAP案を中心に，その制度構造

の変容について分析を行った。分析を通じて明らかになったことの一つは，これらの提案

は，経済環境の不確実性の増大，地政学リスクの増大を背景に，欧州の戦略的自律を支え

る強靭な農業・食料システムの構築を目指している点である (EC, 2025b: 26; EC, 2025d: 

① 価格下支え ② 緊急危機対応（USN）

主たる目的
価格暴落時における農産品等の価格の下支えに

よるセーフティネット提供

市場の不均衡（農産品等の価格と投入財コストの乖

離等）の是正を通じた農業市場の安定化

措置の法令等の

根拠
CMO規則に基づく恒常的措置 次期MFFに基づく独立予算措置

発動要件 主として法令上の参照価格を踏まえて発動
農産品等の市場価格、投入財コスト、供給網の混乱

等を踏まえた総合的評価

介入手法
公的介入による農産品等の買い入れ、民間備蓄

助成

農産品等の買い入れ、貯蔵、加工等の公的介入措置

に対する資金提供

予算的性格 EAGF(欧州農業保証基金)予算に基づく支出
次期MFFにおいて事前確保される独立予算枠に基

づく支出
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1-4)。 

第一に，制度全体の枠組みにおいては，現行 CAPの第 1の柱（直接支払い，市場政策）

と第 2の柱（農村開発政策）を支える二つの基金（EAGF，EAFRD）の双方が，NRPF と

いう単一の包括的枠組みへと統合される方向が示されており，農業政策が地域政策等と一

体的に運用される構造への転換が進められている。この点は，政策間の整合性向上という

利点を有する一方で，農業政策固有の目的が相対的に希薄化する可能性等の課題も内包し

ている (EC, 2025d:8; EC, 2025e: 2)。 

第二に，直接支払いについては，DABIS への一元化による簡素化が図られるとともに，

受給額の上限設定・逓減，農業を主たる活動とする者への支援対象の厳格化を通じて，分

配構造の見直しと支援対象の明確化が進められている。これは，限られた財源の下で，公

的支援の対象をより明確にし，政策の正当性を高める方向性を示すものと位置づけられる 

(EC, 2025d: 9; EC, 2025e: 26)。 

第三に，市場政策については，従来の価格下支え措置を維持しつつ，USN の導入により，

価格動向に加え投入財コストや供給網の状況を含めた総合的判断に基づく機動的な危機対

応が制度化されつつある。この点は，近年の不確実性の高まりに対応するための政策的柔

軟性の確保として理解することができる (EC, 2025e: 25)。 

以上のように，次期 CAP案は，所得支持による平時の安定，市場政策を通じた緊急対応

や構造的アプローチを通じた事前の市場環境整備，さらに制度全体の再編を通じて，不確

実性に対応する多層的な政策体系の構築を志向している。こうした方向性は，今後の農業

政策におけるレジリエンスの確保を検討する上で重要な示唆を有するものと考えられるで

あろう。 

 

 
1 2024 年 1 月に開始され，計 7 回の全体会合を経て同年 9 月に最終報告書公表。農業団体，食品産業，

小売業者，消費者団体を含むステークホルダーで構成。農業者の所得安定，環境持続可能性，競争力強化

等の複数の政策目的間にある対立を解消し，次期 CAP を含む次期欧州委員会の政策方針への提言するこ

とを目的に開催。 
2 環境・気候への追加的取り組み等は DABIS 内部の加算要件として整理され，申請・審査プロセスの一

元化・簡素化目指されている。 
3 比例性に係る考慮とは，EU の環境規制（水枠組み指令，硝酸塩指令等）が農業者に課す経済的・事務

的負担や生産活動への制約等について，当該規制が達成しようとする環境保護の目的に対して過剰なも

のとなっていないか，妥当なバランスを保っているか考慮することを指す。 
4 農業者が利用・管理可能な耕作地，永年草地，永年作物地等のうち，農業活動（生産又は耕作に適した
状態の維持）が実態として行われている土地を指す。法的な利用権原（保有・利用）を有し，かつ現に営

農実態があることが受給の条件となる。 
5 製品定義の再整理とは，ここでは，CMO 規則上の農産物の法的名称を使用するための組成要件や表示

ルールを厳格化することを指す。具体的には，原材料の比率や製造工程の基準を再設定することで，例え

ば，植物性代替品や低質な輸入品との差別化を法的に明確化し，EU 域内産品の市場における優位性を担

保するものである。 
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第３章 ウクライナ 

―油糧作物の生産拡大と輸出税の導入― 

後藤 正憲 

１．はじめに：作付けに見る変化 

 従来ウクライナの農業では，小麦や大麦，トウモロコシなど，穀物の生産が中心に行わ

れてきたが，近年ではヒマワリを始め，大豆や菜種など油糧作物の作付けが急増している。

面積の割合で言うと，2010 年頃まで穀物の作付面積は，常に油糧作物の 2 倍以上あった

のに対し，2010 年代以降はその差が徐々に縮まる傾向にある。2022 年に始まったロシア

との戦争は，この傾向に拍車を掛ける形となり，2025/26 年度には，ついに穀物と油糧作

物の作付けがほぼ同等の面積を占めるまでになったと報じられている(1)。キーウ経済大学 

(KSE) による 2033 年までのウクライナ農業の見通しによると，戦争で大きく減退した穀

物生産は，今後回復しても戦前の水準には戻らないだろうとされている。それに対し，油

糧作物の生産は戦前よりもむしろ増加して，今後もさらに伸びていくことが予想されてい

る（KSE, 2025：23-27）。 

 こうした油糧作物の生産拡大の背景には，その収益率の高さが主たる要因として見出せ

る。キーウの農業経済研究所が 2024 年の集計結果をもとに割り出した数字によると，作

物ごとのおおよその収益率は，それぞれ菜種 60％，大豆 40％，ヒマワリ 30％に対し，小

麦 17％，大麦 25％となっている。トウモロコシは前年 29％の収益率だったが，この年は

天候不順のため 11％まで落ち込んだ(2)。穀物の中では比較的収益率の高いトウモロコシも，

気候や市場の状況に左右されやすく，生産上の経済リスクが高いことが指摘されている

（Slobodianyk et al., 2021：2）。それに対して油糧作物は，今のところ市場でも高値が続

いており，価格変動の幅も比較的小さいことから，ウクライナの農業生産者の間では，穀

物から油糧作物の生産に切り替える動きが目立つようになっている。 

 そうした中で，2025 年にウクライナでは，大豆と菜種に輸出税が導入され，市場に大き

な混乱が生じた。性急な手続きを経て導入された輸出税は，生産者やトレーダーを大きく

動揺させるものだったが，一連の事態を報じるメディアの間では，かつてウクライナの農

業界を揺るがせた「大豆の修正」(soevi pravki) と重ね合わせて捉える記事が多く見られ

た(3)。そこで本稿では，まず 2017 年末から 2020 年にかけて起こった，いわゆる「大豆の

修正」と呼ばれる事象について取り上げ，その概要を明らかにした上で，今回 2025 年に

生じた大豆と菜種の輸出税導入について論じてみたい。その結果，戦争の裏側で起こった

この輸出税の導入が，やはり激動ともいうべきインパクトをもたらすものでありながら，

同国の農業政策においては決して特殊な事例ではなく，むしろ典型的なものであったこと
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を示す。 

 

２．「大豆の修正」をめぐる議論 

 

 （１）付加価値税の還付 

 ウクライナの国会に当たる最高議会（ヴェルホーヴナ・ラーダ）で，2017年 12 月 8日，

税法改正に関する法案が可決された。その中に，ウクライナから輸出される油糧種子を付

加価値税（VAT）の対象から除外する内容が盛り込まれていた。この決議の内容が，のち

に「大豆の修正」と称される一連の騒動の発端となっている。 

 一般的に VAT は，消費税と同様に消費者が負担するものであり，貿易に関しては輸入す

る側が支払うものである。支払われた VAT は，商品を輸出した国の財政当局を通して，輸

出事業者に還付される。つまり，ある商品が VAT から解除されるということは，その商品

を扱う輸出業者にとって，本来受け取れるはずの還付金が受け取れなくなるということで

あり，実質的に輸出税を課されるのと同じことを意味していた。この場合の決議では，他

の税法改正に関する内容に加えて，2018 年 3 月 1 日から大豆，菜種，ヒマワリ種子の輸

出に対する VAT 還付を廃止することが決まった(4)。 

 VAT の還付を受けられないとなると，輸出業者 (トレーダー) は収支のバランスを取ろ

うとして，その分を差し引いて作物の買取価格をつけるため，油糧種子の国内価格が下が

る。当然，生産者は利益を失うことになる。他方で，ウクライナ国内の油脂加工業者は，

安い原材料を仕入れて製品に加工し，高く売ることができるため，利益を得ることができ

る。いわば，一方の利益を犠牲にして他方の利益を増やす不公平な取り決めに，批判が殺

到した。この「大豆の修正」決議後，2017年末の２週間にわたって，農業団体による抗議

活動がウクライナ全土で繰り広げられた(5)。当時のポロシェンコ大統領も決議の見直しが

必要だとの見解を示したことから，決議内容はその年のうちに和らげられた。その結果，

ヒマワリ種子の輸出については修正の内容から除外し，大豆輸出については 2018 年 9 月

1 日から，菜種の輸出については 2020 年 1 月 1 日から，いずれも 2021 年 12 月 31 日ま

で，期限付きで還付を中止するという内容に改められた(6)。 

 しかし，そのような緩和策では，「大豆の修正」によって利益を失う輸出業者や農業生産

者にとっては，到底納得のいくものではない。翌年の 2018 年 3 月には，農業生産者が大

豆と菜種輸出における VAT還付を求めて，新たに抗議活動を活発化させた。ウクライナの

13 の州で，合計で 1 万人ほどの農家が幹線道路を封鎖し，首都キーウでは国会議事堂の周

りを取り囲んだ(7)。議会では，生産者の意見を代弁する議員たちが，大豆と菜種輸出の VAT

還付を元通りにする法案 (第 7403-2 号) を通そうと奮闘したが，決議には至らなかった。

しかしその一方で，生産者が自ら輸出を行う場合は VAT 還付が受けられるとする法案 (第

7403-д 号) は，2018 年 5 月に承認された。これによって，作物の生産と輸出取引の 2 つ

の部門を併せ持つアグロホールディングのような大企業の利益は守られることになる。す

なわち，経済的強者によるロビー活動の力を反映する結果となった(8)。 
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（２）農業の付加価値 

上に述べたことから分かるように，ウクライナ農業に大きな波乱を巻き起こした「大豆

の修正」では，大豆と菜種という油糧作物の生産と流通に携わる者の間で，相反する利害

関係の構図が浮き彫りになった。自ら作物を生産するのではなく，生産者から買い取って

輸出取引を行う輸出業者や，作物の生産は行うが，自ら輸出取引を行う手段のない小規模・

零細農家は，ともに利益を失って不利な立場に置かれる。それに対して，自ら生産した作

物を輸出することのできる農業企業や，作物を原料として植物油や油かすに加工し，輸出

する加工業者にとっては，逆に有利な展開となる（Sobolev, 2020）。不利益を被る側にと

っては，大企業の手にする利益が，自らの損失によって成り立つとみなされるがゆえに，

なおさら許容されることではなかった。 

 しかし，そもそも「大豆の修正」が提起され，具体化していった背景には，大企業の利

益を守ることの他にも理由があった。「大豆の修正」を肯定的に見る意見の中で，たびたび

引き合いに出されるのが，ヒマワリの前例である。ウクライナでは，油糧作物の中でもヒ

マワリ種子については，1999 年にいち早く輸出税が課せられた。税率は当初 23%だった

が，その後徐々に引き下げられ，2008 年にウクライナが WTO に加盟してからは 10％と

定められている(9)。その後，輸出が抑制されて国内に残ったヒマワリ種子を使って，加工

を行う加工産業が発達し，ヒマワリとヒマワリ油ともに，生産量が飛躍的に増大した。2000

年代後半には，ヒマワリ油の輸出量で世界一を誇るまでになっている。「大豆の修正」推進

派の意見では，大豆と菜種についてもヒマワリと同様であるべきということになる。ある

農業団体の幹部は，隣国ベラルーシでロシア資本によって建設中の油脂加工工場に，ウク

ライナの油糧種子が原料として吸収されてしまうことを警戒している(10)。もしそうなれば，

ウクライナは高い価値の製品を生み出す隣国のために，安い原料を供給する従属的な立場

に置かれることになる。そうならないためには，原料をウクライナ国内で加工して，付加

価値をつけてから売り出すようにしなければならない。つまり，大豆と菜種の輸出で VAT

還付を廃止することは，それが大企業の利益になるからという理由だけによるものではな

く，原料としての輸出を阻止することが国内の産業を発展させ，ひいては国益につながる

という理由にも基づいているわけである。 

 しかしその一方で，政策に反対する立場からは，実質的に輸出税の導入に当たる VAT還

付の廃止は，国益に資するどころか，世界市場で貿易相手としての信用を損なうという見

方がされている。とりわけ大豆と菜種の主要な輸出先である EU は，ウクライナと EU の

自由貿易協定や，世界貿易機関 (WTO) の規定に反するために，不満を抱くことは必至で

ある(11)。また，収益の減少を見越した生産者が大豆と菜種の作付けを減らすことによって，

結果的に生産量が減少し，国の経済にとって損失となるという意見も出されている(12)。こ

のことは，実際に「大豆の修正」が実施された 2018 年から 2020年にかけて，大豆の作付

面積が年々減少していることからも裏付けられる（第 1 図）。 
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第１図 ウクライナの油糧作物作付面積の推移 

資料：ウクライナ国家統計局データをもとに作成 

注．単位は千ヘクタール 

 

 「大豆の修正」に対しては，経済の専門家からも厳しい批判が寄せられている。キーウ

経済大学のニヴィエフスキイらは，政策の推進者が言うような，原料を国内で加工するこ

とで付加価値が上がるという論拠に疑問を呈している。それによると，加工によって付加

価値がつくかどうかは，その過程の効率性次第である。原価が安く抑えられれば効率が上

がり，付加価値を生み出すことができるが，原価が高くなると付加価値を生むどころか，

かえって価値を下げることになる。この場合，安い原価は生産者の損失の上に成り立って

いるのだから，結果的に価値を生み出していることにはならない (Nivievskyi, et al., 

2019: 8)。さらに，市場のメカニズムが十分に発達していなかったり，外国との公正な競

争ができなかったりする場合には，政府が市場に介入することにも一定の効果があり得る

が，そうでない場合に国が介入すると，恣意的な政策が汚職につながるリスクが高く，政

治の歪みが市場の非効率化を招くおそれがあることを指摘している (Nivievskyi, et al., 

2019: 10)。 

 

 （３）価値と損失の想像力 

 実際，「大豆の修正」に関しては，政治の歪みと呼べる点がいたるところに見出せる。

2017 年 12 月 8 日の夜中に開かれた最高議会の会議では，税法改正法案の採決が始まる直

前に，油糧種子輸出の VAT還付廃止に関する項目が密かに差し込まれたために，法案に賛

成票を投じた議員の多くがそれに気づかず，法案の内容を十分に把握していなかったこと

が知られている(13)。また，油糧種子の輸出については VAT 還付の対象にならないが，自

ら生産したものを輸出するのであれば還付の対象になるだとか，製品に加工したものを輸
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出する場合は通常通り還付されるなど，恩恵を受ける者と受けない者の線引きが極めて恣

意的になされている。こうしたことから，政策に対する不信が渦巻き，不確かな情報と憶

測が飛び交う事態が生じたと考えられる。農業生産者や輸出業者，農業アナリストや代議

員など，「大豆の修正」の当事者たちの声を集めた報道記事では，いったい誰がこの「修正」

の陰で糸を引いているのか「皆が知っている」といった意見がよく出されている(14)。特に，

ヒマワリ油の生産と輸出で世界的な実績を誇る農業企業の Kernel は，その大口株主でも

ある代議員とともに，「修正」によって利益を得ようとしているとささやかれ，それが噂と

なって広まった。一部では「大豆の修正」をもじって「ホムトィンニクの修正」と揶揄さ

れることがあったが，これは最高議会議員ヴィタリイ・ホムトィンニクが法改正の首謀者

であることをほのめかすものである。一連の騒動に先立って，彼は自ら所有する投資会社

を通して，Kernel 株の一部 (6.59%) を手に入れていた。彼自身は，自分が法改正の黒幕

であるかのような噂は，まったく根拠のない不当な言いがかりだとして，真っ向から反論

している(15)。 

 一体何が価値を生み出し，何が損失をもたらすのかについて，激しい議論の応酬が続く

中，2020 年 1 月 16 日にようやく「大豆の修正」の撤廃，すなわち大豆と菜種の輸出に関

する VAT の還付を元通り復活させる税法改正法案が可決された。この時は，それが国際通

貨基金 (IMF) の新規プログラムを受けるための条件とされていたと言われている(16)。同

じ年の 1 月 1 日から，大豆より一足遅れて菜種に関しても VAT 還付の停止が始まってい

たが，その時点でほとんど全ての輸出業者が菜種の輸出を終えて，VAT還付の申告を済ま

せていたために，菜種輸出に関してはほとんど影響が出ることはなかった（Sobolev, 2020）。

このことが，一連の出来事が大豆と菜種に関わることでありながら，単に「大豆の修正」

と称される所以となっている。こうして，2020 年 5月 21 日にゼレンスキイ大統領が税法

改正法案 (第 1210 号) に署名することによって，2年半にわたって物議をかもした「大豆

の修正」は，ひとまず収束した(17)。 

 

３．油糧作物の生産と利用 

 

 この「大豆の修正」の渦中にある人々の間では，しばしば新たな「マイダン」の可能性

が口にされている(18)。マイダンとは，ウクライナの言葉で人々が集まる広場を意味し，そ

こから政治を動かす大きな力が生まれることから，革命の象徴として用いられる。つまり

ここでは，理不尽な政治権力の行使による「大豆の修正」に対して，一般市民が団結して

対抗勢力を結集する姿が思い描かれている。だが本来，ウクライナでマイダンという言葉

からまず思い出されるのは，親ロシア政権を倒して欧州との連帯を勝ち取るにいたった

2014 年のユーロ・マイダン革命である。それに反発するロシアは，クリミア半島を力で併

合し，その後両国の衝突がエスカレートして，2022 年 2 月 24 日の軍事侵攻に始まる戦争

へと発展した。武力で勝るロシアは，ウクライナ東部と南部の一部を，本稿執筆時（2026

年 3 月）の今も占領下に置いている。 
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 この軍事侵攻は，ウクライナの農業にも甚大な被害をもたらした（KSE, 2024: 13）。そ

の直接的な影響として，南東部で多く作られていたヒマワリの作付面積が，2022 年以降大

きく減少していることが，上にあげた第１図からも見て取れる。しかし，ヒマワリ種子の

生産量の推移を見てみると，戦争が始まってもすぐに減少することはなく，しばらくは維

持されていることが分かる（第２図）。先に述べたように，ヒマワリ種子に関しては，1999

年に輸出税が導入された後，収穫されたヒマワリ種子のほとんどが国内でヒマワリ油と油

かすに加工されるようになった。戦争による被害は，ヒマワリ種子の生産よりも，むしろ

その加工に大きな影響を与えている。第 2 図が示すように，2021/22 年度にはヒマワリ種

子の生産量が増えているにもかかわらず，加工量が大きく落ち込んで，代わりに種子のま

ま輸出されたり，在庫として翌年に持ち越されたりする量が増えている。2023/24 年度に

なってようやく加工業が回復するとともに，種子の輸出と在庫は減り，再びほとんど全て

のヒマワリ種子が国内で加工されるようになった (Husby et. al., 2024)。一方，大豆と菜

種に関しては，戦争が始まってから作付面積が一段と増えており，それに従って生産量も

大きく伸びている。ただヒマワリと比べて，ウクライナでは油糧種子として利用されてき

た歴史の浅いこれらの作物では，国内で加工されるよりも原料として輸出される割合が高

く，戦争前まで大豆では約半分，菜種ではほぼ 90％が，種子のまま輸出されている (第３，

４図) (19)。その中で，欧州への輸出が大半を占めており，2024 年に輸出された菜種では，

実に 99％以上が欧州に向けて輸出されていた(20)。 

 

 

第２図 ヒマワリ種子の生産量と利用状況 

資料：Outlook for Ukrainian agricultural market 2025, 2026 by UCAB をもとに作成 

注．単位は千トン 
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第３図 大豆の生産量および利用状況 

資料：Outlook for Ukrainian agricultural market 2025, 2026 by UCAB をもとに作成 

注．単位は千トン 

 

 

 

 

第４図 菜種の生産量および利用状況 

資料：Outlook for Ukrainian agricultural market 2025, 2026 by UCAB をもとに作成 

注．単位は千トン 

 

 2024/25 年度には大豆の作付面積が過去最大となったことを反映して，収穫量もピーク

を迎えている。しかしその後，ウクライナの中央部と南部，東部の広い地域で 2 年越しの

干ばつとなり，土壌中の水分不足から穀物や油糧作物の収穫が落ち込んだ(21)。一方，西部

と北部では，逆に低温と長雨で作物の生育が遅れ，ヒマワリ種子の酸性度が増して，品質
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が低下する事態に陥った (Kernel, 2025b)。 

 このように，戦争被害に加えて，天候不順によるヒマワリの収量減少が生じる中で，2025

年に「大豆の修正」の再来ともいうべき出来事が起こった。前回と同様に，大豆と菜種を

対象とするものだったが，今回は付加価値税の還付を停止するのではなく，よりストレー

トに，これらの作物に対して 10％の輸出税を課すというものである。この内容の法案が 6

月に最高議会に提出され，一度は採決で否認されたものの，翌月には同じ内容で別の法案

が出されて，議会が紛糾する中で承認され，9 月には大統領の署名を経て施行の運びとな

った。かつて草の根の力で体制に立ち向かうことを意味する「マイダン」という言葉を想

起させるほど，人々を奮い立たせた「大豆の修正」が，5 年の歳月を経て再び到来し，あ

っけなくマイダンの夢を消し去ってしまったのである。そこでは何が起きていたのか，以

下でこの経緯を詳しく追ってみたい。 

 

４．輸出税の導入とそれに対する抵抗 

 

 法律の改正に先立って行われる法案の提出は，今回も変則的な形で行われた。新しく開

発された医薬品を，必要としている患者の手に入りやすいようにする制度，すなわち薬機

法の修正法案（第 13134 号）に，大豆と菜種の輸出に 10％課税するという項目が付け足

されたのである。明らかに何の関係もない法案に差し込まれた追加項目は，2025 年 6 月

18 日に行われた採決では承認されなかった(22)。しかし，その直後に再び同じ手口で，やは

り本来関係のない法案に付加する形で，輸出税の導入が提案された。今度は，排ガス規制

や農業用水の利用，廃棄物処理などの問題に関する法案「産業汚染の総合的な予防と管理

について」（第 13157 号）というものである(23)。議場ではこの法案を退けるべきだとの意

見が出されたが，反対派議員の言によれば，「会議規程をねじまげて無理やり」採決に持ち

込まれた(24)。強引に採決を執り行う議員と，それを阻止しようとする議員の間で激しいも

み合いとなる中，大豆と菜種の輸出税導入に関する法案が承認された。最初の法案が否決

されてからほぼ 1 か月後の，7 月 16日のことである。 

法案の承認と時期を同じくして，内閣の大がかりな改編が行われていた。D. シュミハリ

氏に代わって新たに首相に就任した Y. スヴィリデンコ氏の新内閣が，2025 年 7 月 17 日

に発足している。ほぼ全ての閣僚が入れ替わっただけでなく，省庁の統廃合も行われた。

それまで農業に関する事象を取り仕切っていた農業政策食料省は，経済環境農業省に再編

され，大臣には O. ソボレフ氏が就任している。内閣改編と輸出税法案可決の関係は明ら

かではないが，採決がまさに政治体制の転換点で行われていたことは事実である(25)。 

 この法案が出された段階から，農業生産者や輸出業者，その他財界の各種団体から激し

い反発が起こっていた。生産者の利益の保護を目的とする非政府組織の全ウクライナ農業

協議会 (Ukrainian Agri Council) を始めとして，ウクライナ穀物組合 (Ukrainian Grain 

Association)，ウクライナ農業ビジネスクラブ (Ukraininan Agribuisiness Club)，欧州ビ

ジネス協会 (European Business Association) ，それに在ウクライナ米国商工会議所



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15号（2026.3） 

- 9 - 

（American Chamber of Commerce in Ukraine）は，こぞって法案に反対し，それを退

けるよう議会に働きかけた(26)。油糧作物をめぐっては，先物取引による契約がすでに結ば

れているために，輸出税は全て輸出業者が被ることになる(27)。以後の取引では，輸出業者

が収益を確保するために買取価格を低く抑えるので，生産者の収益低下は免れない。作物

の価格が下がって潤うのは，加工業者ばかりである。そもそも法案の可決に至るまでのプ

ロセス自体，税法の改正は新しい年度の始まる 6 か月以上前に定めなければならないとす

るウクライナの立法規定に違反する(28)。輸出税の導入とは内容が一致しない法案に紛れ込

ませたことの違法性は言うまでもない。このように法を曲げてまで，生産者の収入を加工

業者のふところに「吸い上げる」ことは，まったく不当であり，到底許されることではな

かった(29)。 

それと同時に，多くの農業関係者にとって懸念材料は，輸出税の導入によって対外的な

信用を失いかねないということだった。大豆と菜種の主要な輸出先である EUとの間では，

深化した包括的自由貿易協定 (DCFTA) が結ばれており，新たに恒常的な輸出税を課すこ

とは禁止されている(30)。おりしも，EUがウクライナから非関税の農産物輸入を部分的に

認めてきた優遇措置（ATMs）の期限が 2025 年 6 月 5 日で切れ，その後の貿易のあり方

について新たな交渉が行われている最中だったが，あえてウクライナ側から輸出税を導入

することは，今後 EU 加盟交渉を進めていく上で不利に働きかねない。したがって，ここ

で問題となっているのは，単に大豆と菜種だけにとどまらず，ウクライナ農業全体に関わ

る事柄とみなされた。それゆえに，最初は議会に法案を退けるよう求める要請に始まり，

法案が議会で承認されると，今度はゼレンスキイ大統領に拒否権の行使を求める請願が出

され，大統領の署名によって法が成立した後には，これを撤廃する要請が粘り強く続けら

れたのである(31)。 

 

５．油脂加工業の拡大 

 

 しかし，これだけ根強い反対の声が上がっているにもかかわらず，輸出税の導入が強行

されたのは，はたしてどのような理由によるのだろうか。その背景を探ってみると，ウク

ライナ国内の油脂加工業の拡大という要因が浮かび上がってくる。ウクライナでは，先の

「大豆の修正」があった頃から油脂加工業への投資が活発化し，国際金融機関からの融資

を含めて，多くの資本が投入されてきた。ヒマワリ油の生産と流通を担う Kernel は，大

豆，菜種，ヒマワリの，どの原材料にも対応できるマルチ型油脂加工プラントを建設し，

事業を拡大していた(32)。またグローバル企業の Bunge は，ウクライナの主要な植物油生

産拠点の一つであるヴィンニツァ油脂加工コンビナートの買収手続きを進めている(33)。目

下のところ，ウクライナで操業されている食用油脂加工工場は，全部で 108を数える。そ

のうち，Kernel の経営する工場は８，Bunge はヴィンニツァの買収が成立すれば３工場

の経営を担うことになる(34)。ほかにも，Astarta，Epicenter，LNZ，Golden Dragon とい

ったウクライナの農業ホールディングが新しいプラントを建設しており，今後近い将来に，
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少なくとも８件の油糧種子圧搾工場で操業が始まる予定だという(35)。 

 同時に Astarta は，世界銀行グループに属する国際金融公社 (IFC) やオランダ政府な

らびに EU から，合わせて 4,000 万 USドルの融資を受けて，大豆たんぱく濃縮飼料の生

産工場を建設する計画を立てている。プロジェクトを紹介する IFC のサイト記事には，次

のように書かれている。「…ウクライナは主要な農作物の生産国であるが，その輸出は大豆

など原材料輸出に大きく依存しており，世界的な価格変動に左右されやすい。ウクライナ

の長期的な発展にとっては，大豆たんぱく濃縮飼料のような，(……) 付加価値の高い加工

品の輸出を拡大することが不可欠である」(36)。 

 このように国の内外から投資が集まり，油脂加工業が発達するとともに，加工業者の間

で原料確保の競争が激しくなるという事態が生じてきた。ただしここでは，単に需要の過

多に問題があるだけでなく，供給の面においても要因が潜んでいた。油糧種子は比較的保

存しやすいこともあって，生産者は収穫してもすぐに出荷するのではなく，価格の変動を

待って，最も有利な売り時が来てから市場に出すのが慣例となっている。ウクライナ油脂

加工業組合によると，2024/25 年度ヒマワリ種子の月次在庫の 67％は，加工業者ではなく

農業企業の手元にあった(37)。つまり，生産者から一定のヒマワリ種子がスムーズに供給さ

れないために，加工会社では慢性的に十分な材料を確保できないという問題が生じていた

のである。さらに，先に述べたように，大豆では収穫量の約半分，菜種ではおよそ８～９

割までが，国外市場に輸出されてしまう。国内で油脂加工プラントが増設され，加工容量

が年々増加しているのに対して，原材料となる油糧種子の供給が滞りがちなために，加工

業者はせっかく立てた工場の稼働率を上げることができないという問題に直面すること

になる(38)。 

 2024/25 年度のヒマワリの不作は，原料不足に苦しむ油脂加工業の窮状に，さらに追い

打ちをかけることになった。この窮地を脱するために，油脂加工業が大豆や菜種の加工に

利益の可能性を求めたことが，大豆と菜種の輸出税導入のきっかけになったと言われてい

る(39)。Kernel 社の年次報告書 (2025) の巻頭を飾る A.ヴェレウシキイ会長の言葉は，こ

のことを雄弁に物語っている。穀物や種子作物の不作により在庫の逼迫したこの一年は，

ことのほか厳しい年だったとしたうえで，彼はその要因を，生産者から油糧種子の供給が

制限されていたことに見出している。それによると，生産者は後で作物の価格が上がるこ

とを見越して，作物を「攻撃的に留め置く」戦略を取った。その「変則的な販売パターン」

が原材料をめぐる競争を激化させ，「敵意ある市場の空気」を反映して，油脂加工部門の営

業成績が低下してしまった。会社では今年初めて大豆と菜種の加工に踏み切ったが，この

ことはヒマワリ市場の不均衡によって余儀なくされたことであり，「ウクライナにおける

新たな需要と供給の現実への，不可逆的で不可欠な適応」である (Kernel, 2025a: 4)。つ

まり，ウクライナで増大する油脂加工業の需要を満たすためには，ヒマワリだけでなく大

豆や菜種についても国外への輸出を抑えて，一定量を国内市場に回す必要があった。その

ために，加工業者の利益を代弁する代議員たちによって，大豆と菜種の輸出税導入の法案

が強行に採択されたのである。そしてその結果，加工業者と生産者の軋轢が，いよいよ激
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しさを増すことになった。 

 

６．生産者擁護の陥穽 

 

 ウクライナでは，大豆の農業年度は，毎年 9 月 1日に始まる。2025/26 年度開始早々の

9 月 2 日，大きな物議をかもしていた大豆と菜種の輸出税の修正法（第 4536-IX）にゼレ

ンスキイ大統領が署名して成立した。法律は翌日公表され，さらにその翌日，すなわち 9

月 4 日から施行された。法律では，大豆と菜種の輸出税を 2029 年 12 月 31 日まで 10％ 

とし，2030 年 1 月 1日から毎年 1％ ずつ切り下げて，最終的に 5％ にすることがうたわ

れている。さらに，先の「大豆の修正」の時と同じく，自ら生産した作物を輸出する場合

は，輸出税が免除されることが明記されていた(40)。 

 この最後の条件は，比較的大規模な生産者を擁護する目的で設定された条件だった。す

なわち，輸出業者が生産農家から買い取った商品を輸出する場合には，10％の輸出税を支

払わなければならないが，生産も輸出も行うアグロホールディングのような大企業が，自

社で生産した作物を自ら輸出する場合は，課税対象とならない。政府としては，このよう

に処遇を差別化することで，大型の生産者から寄せられる批判をかわす意図があったもの

と思われる。しかし，実際に輸出税を管理する税関には，生産者の商品とトレーダーの商

品が混ざった状態で送られてくるために，課税か免税かの区別がつかず，輸出業務ができ

ない状態に陥った(41)。生産者は輸出する商品が自ら生産したものであることを証明するた

めの書類を用意していたが，作物の生産者を特定する仕組みについて行政間で合意が得ら

れておらず，生産者の用意した証明書が税関で通用しないという事態が生じたのである(42)。

荷物を積んだ船は港に停泊したまま足止めを食らい，出航できない状態が続いた。事態が

長引くにつれて，停泊料や保険料の延長料金が物流コストに加算されていき，契約不履行

の違約金が発生するおそれも生じてきた。その間に作物の買取価格は暴落し，トレーダー

や生産者に大きな損害を与えることになった。統一した規則の不在によって物流が麻痺し，

輸出が完全にストップしてしまったのである。市場はまさしくカオスに陥った(43)。 

 この事態を打開するために，9 月 10 日には経済環境農業省と財務省，税務局と税関，そ

れに農業関係者の各代表が集まって緊急会合が開かれた(44)。そこでは作物の生産者を特定

する仕組みについて意見が出されたが，統一した仕組みを作るには，まず法律を変える必

要があった。しかしそのためには，法案を議会に提出して審議し，採決の手続きを踏まな

ければならない。法律ができるまでの間は，自ら生産した作物を輸出する場合であっても，

一律 10％の輸出税の支払いを義務とするしか，輸出を再開させる方法はないということ

になった。戸惑う生産者に対して，経済環境農業省の次官は，条件を充たしていれば，支

払った輸出税は後で必ず返済されるので，「政治的な公約を信じる」よう求めている(45)。

生産者側では，輸出税免除の明確な仕組みができるまで様子を見ようとする者と，いった

んは輸出税の支払いをやむなしとして出荷し，後でその返済を求めるための準備を整える

者に分かれた。後者の例として，例えば TAS Agro 社は，自社で生産した大豆を輸出する
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のに，法律では免除されていたにもかかわらず，1,840 万フリヴニャ (当時レートでおよ

そ 6,624 万円) の輸出税を支払っている(46)。 

 こうして，大豆と菜種の輸出税の施行が始まってから 1 か月後の 10 月 3 日に，ようや

く輸出税の支払いが免除されるための条件を規定した政令 (第 1256 号) が出された。そ

こでは，生産者が自ら栽培した作物を輸出するか，または農業協同組合が組合員の栽培し

た作物を輸出する場合，中央または地域の商工会議所が発行する栽培証明書があれば，輸

出税の支払いが免除されるとなっている(47)。また経済環境農業省は，国家農業登録簿と照

らし合わせて，輸出された作物と栽培された作物の間に齟齬がないかチェックする制度を

設けるよう要請を受けた。すでに支払われた大豆と菜種の輸出税を，生産者みずから輸出

した場合に払い戻す法律は，11 月 18 日に最高議会で登録された(48)。輸出された商品の量

と，国家農業登録簿に記載されている実際の栽培記録を照らし合わせてチェックするモニ

タリング制度は，12 月 3 日に制定されている(49)。しかし，このモニタリング制度ができ

た時点で，作物ごとの作付面積や収穫率など，生産実態の多くがデータ登録されていなか

ったため，政府は期間を 2026 年 2 月 1 日まで延長して，国家登録簿への登録を促してい

る(50)。 

 

７．おわりに：隔たりの中の不透明さ 

 

 ロシアとウクライナの戦争が長期化する中で，2025 年にウクライナで導入された大豆

と菜種の輸出税は，ある意味でウクライナにおける農業政策の典型を示している。最高議

会で輸出税の法案が出され，採決を通して承認，署名，施行と法的プロセスが進められて

いく間に，農業生産者や輸出業者，加工業者を始め，その他の農業関係者を含む様々なス

テークホルダーを巻き込んで激しい論争が繰り広げられる展開は，2017 年末から２年半

ほど続いた「大豆の修正」をほぼ反復する形で生じている。そればかりではない。油糧作

物の場合に限らず穀物市場においても，ウクライナ政府は付加価値税（VAT）や輸出割当

や輸出税といった政策的手段を使って，農産物の輸出市場にアドホックな介入を行う傾向

のあることが指摘されている（Schroeder and Meyers, 2015: 44）。そこでは，誰が何を輸

出して利益を得るのか，またそれによって誰がどれだけ利益を失うことになるのかが，恣

意的で不透明な決定にゆだねられている。今回の場合，加工業者に有利な決定が，作物の

生産者や輸出業者にはとても納得のいかない形で強行された。 

 さらに，大豆と菜種の輸出税導入では，生産者擁護のための特恵措置をめぐって，市場

に大きな混乱が生じた。場当たり的とも言える対応を経て，ようやく混乱は収まりつつあ

るものの，輸出税に対する見解の相違は解消することなく，依然として大きくかけ離れた

ままである。輸出税の施行が始まって 5 か月あまりたった頃，最高議会議員で，輸出税導

入の最初の法案（第 13134号）の発案者の一人でもある D. キシレウスキイ氏は，この政

策の経済的効果を称賛する内容のコメントを SNS 上に投稿している。それによると，ウ

クライナ油脂加工業組合の集計データは，輸出税が導入されてから大豆と菜種の油脂加工



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15号（2026.3） 

- 13 - 

量，輸出量がともに増加していることを示しており，大豆油輸出から得られる外貨での売

上は前年に比べて 1.5 倍，菜種油は 2.2 倍に増えたという。こうした数値を示すとともに，

彼はこう書き込んでいる。「原料の輸出は貧しい国  (kraina) のニッチにある。強国 

(derzhava) は加工を推進するのだ」 (51)。一方，輸出税の導入から半年が経過した時期に，

在ウクライナ米国商工会議所が開いたプレスブリーフィングでは，輸出税の導入によって

ウクライナ経済の受けた損失が，数値で示されている。それによると，輸出税の導入とと

もに国内の大豆と菜種の買取価格が意図的に引き下げられたことによって，ウクライナの

農家が受けた損失は，すでに 170 億フリヴニャに上るという(52)。利益と損失の捉え方は互

いに遠くかけ離れており，両者の妥協点は見出せそうにない。 

 多くの輸出税反対派が予想したように，今後生産者は大豆と菜種の生産に興味を失って，

作付けを減らすかもしれない。もしそうなると，大豆と菜種の生産量自体が減少すること

は大いにあり得ることである。同時に，ウクライナ農産物の主要な輸出先である EU でも

変化が起きている。EU 主要国ではバイオディーゼル生産における材料規定の見直しが進

められており，間接的土地利用変化（ILUC）の度合いの高い作物の利用を削減することが

検討されている(53)。この方針が実行に移されると，まず大豆油は削減の対象となる。ウク

ライナは EU 以外の市場への輸出を余儀なくされるが，やはり油脂加工業の拡大している

ロシアを始め，他国との激しい競争にさらされることは避けられない。ウクライナの油糧

作物生産とその加工産業は，今後も先行きは不透明なままである。 

 

注(1) Reuters, 2025.4.24. https://www.reuters.com/markets/commodities/ukraines-once-booming-grain-industry-

teetering-being-war-casualty-braun-2025-04-23/ 

(2) AgroPortal, 2025.1.3. https://agroportal.ua/news/eksklyuzivy/ripak-z-pokaznikom-60-naybilsh-rentabelna-

kultura-roku 

(3) 例えば次の記事など。AgroPortal, 2025.7.24. https://agroportal.ua/news/ukraina/soyevo-ripakovi-pravki-

kilka-agrarnih-asociaciy-prosyat-zelenskogo-vetuvati-zakon; 24tv.ua, 2025.7.16. 

https://24tv.ua/agro24/ru/soevo-rapsovye-pravki-prinjala-verhovnaja-rada-16-ijulja-2025-goda-agro-

24_n2871651 

(4) Interfaks-Ukraina, 2017.12.8. https://interfax.com.ua/news/economic/468189.html 

(5) Latifundist.com, 2018.5.22. https://latifundist.com/infographics/view/102 

(6) Ekonomichna Pravda, 2018.3.21. https://epravda.com.ua/rus/publications/2018/03/21/635187/ 

(7) MyAgro24.com, 2018.3.22. https://myagro24.com/2018/03/22/soevye-pravki-sobrali-pod-stenami-

ukrainskogo-parlamenta-vozmushhennyx-agrariev/ 

(8) Latifundist.com, 2018.5.22. 注 5 参照。 

(9) Ekonomichina Pravda, 2025.8.18. https://epravda.com.ua/rus/biznes/soevo-rapsovaya-poshlina-kak-draka-

goncharenko-i-getmanceva-ne-spasla-agrariev-ot-milliardnyh-ubytkov-810536/ 

(10) Ekonomichna Pravda,2018.3.21, 注６参照。 

(11) Ekonomichna Pravda, 2018.3.21. 注６参照。 
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第４章 米国 

―トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の影響― 

勝又 健太郎 

１．はじめに 

 米国トランプ政権は，「米国第一（America First）」の理念の下，国家安全保障の観点か

ら，貿易政策について，国内の製造業の基盤，雇用，国際競争力の強化，公衆衛生の確保

を実現する手段としても位置付け，貿易赤字の是正を図り，追加関税の賦課による高関税

政策を実施してきている。 

第二次トランプ政権における貿易政策の動向やその影響については，第一次トランプ政

権における場合と同様のパターンを繰り返している。つまり，高関税政策を実施した結果，

米中貿易摩擦の発生，中国への大豆輸出の減少，米中間の貿易交渉と合意，大豆生産者へ

の支援措置の実施という過程を辿っているところである。 

 そこで，本稿は，第一次政権と第二次政権における貿易政策と米中貿易摩擦の動向やそ

の影響について比較分析することにより，トランプ政権における貿易政策と米中貿易摩擦

の影響について構造的に把握することを試みる（本稿では，米中貿易摩擦において米国の

農産物の中で輸出に最も影響があった大豆に焦点を当てた分析を行う）。 

まず，第２節では，第一次と第二次トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦をめぐる動

向について整理する。 

次に，第３節では，以上の整理に基づき，追加関税の発動時期と貿易摩擦の期間，米国

産大豆の輸出の動向，米国の大豆生産者の経営状況の観点から，第一次政権と第二次政権

における状況を比較分析する。 

最後に，第４節で今後のポイントを列挙することにより，まとめとする。 

なお，本稿において「年度」は，特に言及のない限り，「作物年度」を意味するものとす

る（大豆の作物年度は，毎年 9 月から翌年 8 月までである）。 

２．トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の動向 

（１）第一次政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策（１）

１）米中貿易摩擦の経緯

2018 年 7 月 6 日，米国は，不公正な通商慣行に関する懸念を理由として，中国からの

様々な輸入品に対し 25％の追加関税措置を実施した。これは，1974 年通商法 301 条に基

づくものであり，米国通商代表部（USTR）が調査を行った結果，中国による米国の知的
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財産権の侵害，強制的な技術移転の要求等が，不公正な通商慣行に該当し，米国の商業的

利益を損なっていると判断されたことにより実施されたものである。 

 これに対し，中国も同日，米国からの大豆を含む様々な輸入品に対して 25％の報復的な

追加関税を賦課した。これを契機として，いわゆる「米中貿易摩擦」が本格化し，2018 年

8 月および 9 月には，両国が相互に追加関税の対象品目を拡大する事態となった。 

このような状況下，2018 年 12 月 1 日に米中首脳会談が行われ，会談後の米国大統領

府の発表によると，農産物貿易に関しては「中国が相当量の農産物を米国から輸入する。

また，当該農産物の購入を直ちに開始すること」が合意される等摩擦の解消への動きが見

られた。しかしながら，2019 年 9 月に米国が再び追加関税を賦課する対象品目を拡大す

ると，中国も追加関税を賦課する対象品目を拡大するとともに，2018 年に賦課した追加

関税の対象品目の一部について関税をさらに引き上げる措置を実施した（大豆の関税率は 

30%に引き上げられた）。 

その後も両国により貿易摩擦の解消に向けた協議が断続的に行われた結果，2019 年 12 

月に第一段階の合意に達し，「米中両政府間の経済と貿易に関する合意（Economic and 

Trade Agreement Between the Government of the United States of America and The 

Government of the People’s Republic of China）」として，2020 年 1 月 15 日に署名さ

れ，2 月 14 日に発効された。 

この第一段階の合意においては，農産物の貿易について，2017 年の中国による米国か

らの輸入額（約 240 億ドル）を基準として，中国が，2020 年に当該基準より少なくとも 

125 億ドル多く輸入すること，また，2021 年には少なくとも 195 億ドル多く輸入するこ

ととされた（当該農産物は，油糧種子（大豆），食肉，穀物，綿花，その他農産品，魚介物

である）。また，中国は 2019 年 9 月に追加で賦課した関税を 2020 年 2 月 14 日に引

き下げ（大豆の関税率は 27.5%に引き下げられた），さらに，中国は，追加関税を賦課して

いた輸入品の一部（大豆を含む）について追加関税の免除申請を 3 月 2 日から一年間受

け付けることとした。この免除制度は，その後複数回延長され，現在は，2026 年 12 月 31

日まで延長されている（２）。 

 

２）農家支援策の概要 

2018 年 7 月，米国農務省は，中国等による「不当な報復措置」によって生じた農産物

の輸出の減少による損害を補償するための農業者に対する支援策（直接支払い）である市

場促進プログラム（Market Facilitation Program：MFP）を講じることを発表した。 

対象となる農産物は，大豆，小麦，とうもろこし等である。支給総額は最大で 100 億ド

ル（大豆生産者には約 73 億ドル）とされた。また，各農業者への支給額は，品目ごとの

単位量当たりの単価に 2018 年の各農業者の生産量を乗じた額であり，単位量当たり単価

は，品目ごとに報復関税による米国の輸出の減少総額を推定し，2018 年の米国の総生産量

で除して算定された。 

さらに 2019 年 6 月になると，米国農務省は，MFP を 2019 年にも再び講じることを
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発表した。2019 年の MFP は，支給総額が最大で 145 億ドル（Glauber(2019)によると，

大豆生産者には約 48 億ドルが支給されると推定）である。 

対象品目については，①非園芸作物（non-specialty crops）（穀物，油糧種子等），②園

芸作物（specialty crops）（果実，ナッツ），③畜産物（animal products）の三種類に分類

し，品目数も増加している。 

大豆を含む非園芸作物の支給単価については，郡（county）別にエーカー当たりの単価

として，非園芸作物を品目横断的にまとめて設定された。具体的には，2018 年と同様な方

法で品目別の単位量当たりの支給単価を算定した上で，品目別の単価に品目別の生産量を

乗じたものを全品目について合計し，合計額を全品目の作付面積（エーカー）で除するこ

とによりエーカー当たりの単価を算定している。なお，当該単価の下限は 15 ドル，上限

は 150 ドルに設定された。 

 

（２）第二次政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策 

 

１）米中貿易摩擦と米中貿易合意の経緯 

第二次トランプ政権における米中貿易摩擦は，以下のとおり，米国の中国に対する一連

の追加関税措置（フェンタニル関税と相互関税）とそれに対する中国の報復的な追加関税

措置の実施という形で展開された（３）。 

米国は，まず，フェンタニルその他の合成麻薬性鎮痛薬が違法な流通ネットワークを通

じて米国に流入していることが，公衆衛生上の危機を含む国家緊急事態に該当するとして，

国家緊急事態法（National Emergencies Act）に基づき国家緊急事態を宣言し，中国当局

が犯罪カルテルに流入するフェンタニルの前駆体化学物質の流れを食い止め，国際的犯罪

組織によるマネーロンダリング資金洗浄を封じ込めるために必要な措置を講じてこなかっ

たとして，国際緊急経済権限法（International Emergency Economic Powers Act）に基

づき，中国からの全ての輸入品に 10%の追加関税（フェンタニル関税）を発動した（2025

年 2 月 4 日）（４）。さらに，フェンタニル関税を 10%から 20%に引き上げた（2025 年 3 月

3 日）。これに対し中国は，米国産の様々な農産物に対して 10％～15％の追加関税（大豆

は 10％）を賦課した（2025 年 3 月 10 日）。 

また，米国は，米国の大規模で恒常的な貿易赤字については，国内製造業の空洞化，防

衛産業基盤の敵対国への依存等をもたらすことから，国家安全保障上の脅威と位置付ける

とともに，貿易赤字の原因は（米国産品の競争力を阻害する）貿易相手国による米国と非

相互的である関税や非関税障壁にあるとして，貿易赤字を是正するために「相互関税

（reciprocal tariff）」を貿易相手国の輸入品に課すこととした。相互関税についても，フェ

ンタニル関税の場合と同様に，国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づき，全ての貿易相手

国からの輸入品に対する追加関税措置を公表した（2025 年 4 月 2 日）（５）。中国に対する

相互関税は当初 34%と設定されたが，2025 年 4 月 8 日から 9 日にかけて当該関税の段階

的な引き上げ（34%から 84%，さらに 125%に引き上げ）を行った。 
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中国は，2025 年 4 月 3 日から 11 日にかけて，米国の関税引き上げに対応して，米国産

品への追加関税を 34％から 84％へ，さらに 125％へと段階的に引き上げる措置を講じた。 

このような状況下，2025 年 5 月，米中協議が行われ，米中両国は，関税措置の一部停止

について合意した。すなわち，両国が導入した相互関税を一時的に 125％から 10％に引き

下げることとし（125％を 34％に引き下げ，そのうち 24％ポイント分の執行を停止する），

当該引き下げの期間については，2025 年 5 月 14 日から 2025 年 8 月 12 日までの 90 日間

とされた（６）。 

その後，2025 年 7 月末に実施された米中経済貿易協議の共同声明を 8 月 11 日に公表

し，米中両国は，相互関税の停止措置を 2025 年 8 月 12 日から 11 月 10 日まで，90 日間

延長することとされた（７）。 

さらに，2025 年 10 月末には，米中間で経済貿易関係に関する合意が成立し，米中両国

は，相互関税の停止措置（10％のみを適用する措置）を 2026 年 11 月 10 日まで再延長す

ることとした。また，米国は同日より，中国が米国に向けた合成麻薬フェンタニルの流入

を防止するための措置を履行することを条件に，フェンタニル関税について 2025 年 11 月

10 日から 20％から 10％へ引き下げる措置を講じた。これに対応して，中国は，2025 年 3

月以降に発表した米国の関税措置に対する全ての追加関税（大豆は 10％）を停止すること

とした。加えて，中国は米国産大豆を 2025 年 11 月から 12 月に少なくとも 12 百万トン

購入し，2026 年から 2028 年に毎年少なくとも 25 百万トンを購入することとした（８）。 

しかしながら，2026 年 2 月 20 日に連邦最高裁判所により，国際緊急経済権限法は大統

領に関税を賦課する権限を与えていないとして，フェンタニル関税と相互関税の賦課は違

法であると判断されたことにより，両関税が失効した（９）。 

同日，トランプ政権は，1974 年通商法 122 条に基づき 2026 年 2 月 24 日から 150 日間

の暫定的な追加関税 10％を課す大統領布告を発した（追加関税の法定上限が 15％である

ため，今後，15％に引き上げられる可能性もある）（10）（2026 年 2 月 21 日時点）。 

 

２）農業支援策の概要（11） 

2025 年 12 月，トランプ大統領はロリンズ米国農務長官等とともに，米国農務省が一回

限りの「農業者橋渡し支援（Farmer Bridge Assistance：FBA）」を農業者に提供すること

を公表した。この措置は，過去 4 年間のバイデン政権による失政の後も，農家に影響を与

え続けている一時的な貿易市場の混乱と生産コストの上昇に対応するために，2025 年度

における損失の一部を補填するものとされている。 

2025 年 7 月に成立した通称「ワン・ビッグ・ビューティフル・ビル法（One Big Beautiful 

Bill Act）」において大豆，とうもろこし，小麦などの主要な対象作物について，農業法に

規定する作物プログラムに係る参照価格（reference prices）が引き上げられること等経営

安定対策が強化されることとなっているが，強化後の直接支払いについては，2026 年 10

月 1 日に支給される予定であるので，それまでの間，生産者を支えるための「橋渡し

(Bridge)」として提供されるという意味が FBA の名称には込められている。（FBA プログ
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ラムの対象となる農家は，2026 年 2 月 28 日までに支払いが行われることとなっている）。

なお，総額 110 億ドルが，大豆，とうもろこし，小麦等の生産者に支給される。 

 

３．第一次政権と第二次政権における貿易政策と米中貿易摩擦の影響に関する

比較分析 

 

本節では，トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の経緯とその影響について，①追加

関税の発動時期と貿易摩擦の期間，②米国産大豆の輸出の動向，③米国の大豆生産者の経

営状況（収支状況）の観点から，第一次政権と第二次政権における状況を比較分析する。 

 

（１）追加関税の発動時期と貿易摩擦の期間 

 

第一次政権では，1974 年通商法 301 条に基づく中国の不公正な通商慣行に対する調査

が 2017 年 8 月に開始された後，同法に基づき，中国への協議の要請（中国は調査に反対

を表明して協議は実質的に進展しなかった），公聴会やパブリックコメントの募集等の手

続きを経て，2018 年 3 月に不公正な通商慣行が米国の商業的利益を損なっているという

趣旨の調査の最終報告書が発出され，その後，対応措置（追加関税）の選択・決定がされ

て，2018 年 7 月にようやく追加関税が賦課された。 

このように調査開始から追加関税の賦課まで約 10 か月半を要するとともに，約 1 年 7

か月半という長期の貿易摩擦を経て米中合意（2020 年 2 月発効）に至った。 

一方，第二次政権では，国際緊急経済権限法を活用し，2025 年 1 月 20 日の大統領就任

後，約 2 週間後に追加関税（フェンタニル関税）が発動（2025 年 2 月 4 日）されるとと

もに，2025 年 10 月の米中合意までの展開が加速された（追加関税の発動から合意まで約

9 か月）。 

 

（２）米国産大豆の輸出の動向 

 

米国産大豆の輸出の動向について，米国産大豆の輸出成約高の動向とその輸出先別の構

成比の変化により確認していくこととする。 

米国産大豆の輸出成約高（Total Commitments）について，輸出先を中国，中国以外の

主要輸出先国（EU，メキシコ，エジプト，日本，インドネシア，台湾の合計），その他地

域に区分し，2014 年度から 2025 年度（2026 年 1 月までの年度途中の参考値）までの推

移を示した（第 1 図）。なお，中国以外の主要輸出先国は，米国産大豆の輸出成約高の 2014

年度～2024 年度の年間平均値が 100 万トン以上の国である上記 6 か国として整理した。 

総輸出成約高は，2014 年度に約 50.6 百万トンであり，2016 年度には約 60.5 百万トン

まで増加している。この間，中国向けの増加が 2014 年度に約 29.6 百万トン，2016 年度

には約 36.7 百万トンと大きく伸びており，2014 年度から 2016 年度にかけては，中国向
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けの増加が，総輸出成約高の増加を牽引したと言える。輸出先別の構成比（％）でみても，

中国向けは高水準で推移しており，2016 年度には 60.6％を占めるなど，当該期間の米国

産大豆の輸出は，中国需要に対する依存度が高い構造であったと整理できる（第 2 図）。 

2018 年 7 月から始まった米中貿易摩擦を背景として，中国向け輸出成約高は 2017 年度

以降に減少し，2018 年度と 2019 年度にかけて大きく減少した。中国向けは 2016 年度の

約 36.7 百万トンから 2018 年に約 14.2 百万トン，総輸出成約高も 2016 年度の約 60.5 百

万トンから 2018 年度に約 48.7 百万トンへ減少している。構成比でも，中国向けは 2016

年度の 60.6％から 2018 年度には 29.1％まで大きく減少しており，中国への依存度が大き

く減少した局面であった。一方，中国向けが減少した局面では，中国以外の主要輸出先国

（6 か国合計）が増加し，主要輸出国向けの構成比は 2016 年度の 25.5％から 2018 年度に

は 46.4％まで増加した。主要輸出国向け成約高は 2018 年度に約 22.6 百万トンに達してお

り，中国向けの減少分の代替的な輸出先として一部補完する役割を果たした。さらにその

他地域向けの構成比も同期間に上昇しており，2016 年度の 13.9％から 2018 年度には

24.5％へ増加し，成約高は 2016 年度の約 8.4 百万トンから 2018 年度の約 11.9 百万トン

まで増加した。 

 

 

第１図 米国の大豆の輸出成約高（輸出先別）の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 
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第２図 米国の大豆の輸出成約高（輸出先別）の構成比（％）の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 

 

2020 年の米中第一段階貿易合意もあり，2020 年度には中国向け輸出成約高が回復した。

2020 年度の総輸出成約高は約 62.4 百万トンとなり，対象期間中で最も高い水準に達した。

中国向けも 2020 年度には約 36.1 百万トンまで回復し，構成比も 57.8％と高水準に戻っ

た。しかし，その後は中国向けが減少傾向にあり，中国向けは 2023 年度に約 24.4 百万ト

ン，2024 年に約 22.5 百万トンと減少している。構成比も 2023 年度は 53.7％，2024 年度

は 44.3％と減少しているが，これは中国が輸入先をブラジル等南米にシフトさせている影

響があると考えられる。このため，2023 年度にかけて総輸出成約高も減少した。一方で

2024 年度は，中国向けの成約高が減少したにもかかわらず，中国以外の主要輸出国向けと

その他地域向けの成約高が増加し，中国向けの減少を上回って総輸出成約高が増加した。

これは米国による輸出先の分散化（多角化）が進展したことを示唆している。 

2025 年度（年度途中（2026 年 1 月）参考値）には，第二次政権での米中貿易摩擦の影

響もあり，中国向けが主要輸出国向け未満となり，その他地域向けが中国向けと同水準ま

で増加しているが，その他地域向けの構成比が 28％と過去最大に達している点が特に注目

される。中国向けが減少した場合に主要輸出国向けが代替先として増加するという従来の

構図に加え，南アジア（パキスタン，バングラデシュ），北アフリカ（チュニジア，アルジ

ェリア），東南アジア（ベトナム，タイ）等複数の新興市場へ代替的輸出先が分散する傾向

が強まっている可能性がある。 
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以上のように，一貫して中国向けの増減が輸出変動に大きく影響しているが，中国への

輸出の減少局面では，中国以外の主要輸出国向けやその他地域向けが一部代替する構造が

確認できる。第二次政権において見られた中国の代替的輸出先の分散化という構造的変化

の傾向が，2025 年度の最終時点においてどの程度定着していくのか注視する必要がある。 

 

次に，中国の代替的な輸出先として機能してきた主要輸出先国のうちの一つである我が

国への大豆の輸出（米国の対日大豆輸出成約高）の動向を確認する（第３図）。 

 

第３図 米国の大豆の日本向け米国産大豆の輸出成約高の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 

 

2014 年度から 2016 年度にかけて，日本向け輸出成約高は 2.3 百万トン前後で推移し，

大きな変動はみられなかった。同期間は中国向けが増加したため，総輸出成約高に占める

日本の構成比は相対的に低下した。 

既に述べたとおり，2018 年 7 月から始まった米中貿易摩擦の影響で，中国向け輸出成

約高は 2017 年度に減少し，2018 年度および 2019 年度にかけて大きく減少した。これを

背景として，日本向けが 2017 年度から増加し始め，2018 年度から 2019 年度には，2.5 百

万トン以上まで増加し，構成比でも 5％以上を占めた。これは，中国向けの減少局面にお

いて，日本が米国産大豆の代替的な輸出先の一角として機能したことを示している。 

その後，米中第一段階合意等も背景として 2020 年度に中国向けの輸出が回復すると，

日本向けは低下し，構成比も 4％未満に低下したが，2021 年度になると中国向けが減少す

るとともに，日本向けが再び増加するという従来のパターンが見られた。しかしながら，

2022 年度から 2023 年度にかけては，米国産大豆の総輸出成約高が減少する中で，日本向
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けも減少したが，中国向けの減少が相対的に大きかったことから，日本の構成比は逆に増

加した。 

2024 年度以降は，日本向け輸出成約高が減少するとともに，構成比も低下した。これは，

すでに述べたように，中国向けが減少した場合の代替輸出先として新興市場へ輸出が分散

する傾向が強まっている可能性を反映しているものと考えられる。 

なお，米国が日本に対して賦課した相互関税に関する「2025 年 7 月 22 日の日米間の枠

組み合意についての共同声明」においては，「バイオエタノール（持続可能な航空燃料向け

を含む），大豆，とうもろこしおよび肥料を含む国内消費向けの米国の農産品並びに他の米

国の製品の追加購入を年間計 80 億ドル規模で実施」とされており，大豆を含む米国の農

産物の輸入に関して具体的数値が設定されたことから，米国から日本への大豆の輸出にど

のような影響を及ぼしていくのか注視する必要がある（12）。 

 

（３）大豆生産の経営状況（収支の試算と直接支払いの効果） 

 

大豆生産者の経営状況について，単位作付面積（１エーカー）当たりの収支を試算する

ことにより，農家支援策（直接支払い）の効果等を確認する。 

 

１）試算に係る概念の定義 

（ⅰ）「生産額」とは，単位量（１ブッシェル）当たりの価格（収穫時の価格）に単収（１

エーカー当たりの生産量）を乗じたものとする。つまり，１エーカー当たりの生産物の販

売収入額とも捉えられる。 

（ⅱ）「総収入」とは，生産額（販売収入額）に作物プログラムにおける直接支払い（ARC: 

Agriculture Risk Coverage と PLC: Price Loss Coverage），農業保険金や作物プログラム

以外の特別支払い（MFP，FBA 等）を加算したものとする。 

（ⅲ）「支出額」は，生産に投入した物財費（種苗，肥料，農薬・薬剤，光熱動力，農機

具），雇用労働に係る賃金，修繕費等の生産するために実際に支出した金額とする。 

（ⅳ）「総費用」とは，支出額に生産に係る機会費用（家族労働費，自作地地代，自己資

本利子について擬制的に計算）を加算したものとする。 

（ⅴ）「利益」とは，総収入と支出額の差額とする。 

（ⅵ）「利潤」とは，総収入と総費用の差額とする。 

 

２）試算データと試算方法 

（ⅰ）単位作付面積（１エーカー）当たりの生産額，総費用，支出額 

USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns のデータを使用した。た

だし，2025 年度の総費用，支出額については予測データであり，また，2025 年度の生産

額については，USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns にデータが

ないことから，USDA, WASDE Report の価格と単収の予測データを用いて試算した。 
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（ⅱ）単位作付面積（１エーカー）当たりの直接支払い 

①作物プログラムにおける直接支払い（ARC と PLC）については，大豆への支給総額

データ（USDA/FAS, ARC and PLC Data）を大豆の総作付面積データ（USDA/ERA, Data 

Products, Oil Crops Yearbook と USDA, WASDE Report）で除した値とした。ただし，

2024 年度と 2025 年度の ARC と PLC については，USDA/FAS, ARC and PLC Data にデ

ータがまだ記載されていないため，2024 年度については farmdocdaily(2025a)の推定値，

2025 年度については farmdocdaily(2025b)の予測値を使用した。 

② MFP に つ い て は ， 大 豆 へ の 支 給 総 額 デ ー タ （ Congressional Research 

Service(2019a)(2019b) , Glauber(2019)）を大豆の総作付面積で除した値である。 

CFAP（Coronavirus Food Assistance Program）については，大豆への支給総額データ

（USDA, Coronavirus Food Assistance Program 1 Data と USDA, Coronavirus Food 

Assistance Program 2 Data）を大豆の総作付面積で除した値である。 

ECAP については，支給単価データ（USDA/FSA），FBA については，支給単価データ

（USDA(2025b)）の値である。 

（ⅲ）単位作付面積（１エーカー）当たりの農業保険金 

USDA/RMA, Summary of Business のデータを用いて，大豆の純保険金総額を計算し

て，大豆の総作付面積で除した値である。 

 

３）試算結果と直接支払いの効果（第４図，第５図） 

生産額が支出額を上回っており，利益は生じている。2014 年度から 2017 年度にかけて

は，農業法等に基づき制度化されている基本的な経営安定対策である作物プログラムの直

接支払い（ARC と PLC）と農業保険金の補填があれば，総収入が経済合理的水準（総収

入が総費用をカバーする，つまり機会費用も賄える水準）に達していた（2015 年度は，総

収入は総費用の 98％をカバー）。 

しかしながら，第一次トランプ政権における米中貿易摩擦の期間中である 2018 年度と

2019 年度においては，価格が下落して，作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と

農業保険金による補填のみでは総費用をカバーできない状況となった。このため，特別支

払いである市場促進プログラム（MFP）が支給されたことより，総収入を経済合理的水準

以上に維持することが可能となった。 

2020 年度以降は，コロナ禍，2022 年度以降はロシアによるウクライナ侵攻期に総費用

が上昇したが，価格も上昇したため，2023 年度にかけて生産額のみでも利潤が生じてお

り，経済合理的水準以上の十分に高所得の状況であった（2020 年のコロナによる市場混

乱・販売損失対策の特別支払いである CFAP（Coronavirus Food Assistance Program）

は，2020 年 1 月から 7 月末までの価格下落幅に基づいて支給単価が設定されたが，2020

年後半期には大豆の価格は上昇したことから，過剰な補填であった）。 

ところが，2024 年度になると総費用が高止まりのままである一方，大豆の価格が下落

し，作物プログラムや農業保険のみでは総費用をカバーできない状態になったためため，
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緊急支援特別支払いである ECAP（Emergency Commodity Assistance Program）が支給

されたが，十分な補填とは言えない状況であった。2025 年度においても第二次トランプ政

権における米中貿易摩擦の影響もあり，価格は低迷したままであり，2024 年度と同様に特

別支払いである FBA が支給されたが，補填が十分でない状況が継続している（米国大豆

協会は，大豆生産者は中国との貿易摩擦による経済的損害を引き続き被っており，FBA に

よる支払いは，そうした損失を補填するには不十分であるとしている（13））。 

第一次政権では，米中貿易摩擦の影響で輸出が減少した大豆農家に十分な補填（MFP）

が行われた。これは，MFP の支給単価が米国の大豆の輸出減少総額（つまり，経済的損害

総額に相当するもの）の推定値に基づき算定されたためである。一方，第二次政権におい

て FBA の支給額が不十分と言われる水準となったのは，米中貿易摩擦は一時的な貿易市

場の混乱とされ，FBA が 2025 年度の損失の一部を補填する「橋渡し」的なものと位置付

けられたためである。 

このような状況を踏まえ，議会では追加支援策の検討の動きも見られる（例えば，2025

年 1月に下院農業委員会の議員が 170億ドルの追加的な農家支援を提供する内容を盛り込

んだ Farm and Family Relief Act 法案を発表した等の報道がある（14）が，これを含めて追

加的な農家支援策に関する法案は 2025年 2月 21日時点では農業委員会には提出されてい

ない）。 

 

 

第４図 大豆の価格の推移 

資料：USDA/ERA, Data Products, Oil Crops Yearbook, USDA, WASDE Report のデータより筆者作成。 
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                            第５図 大豆の収支状況 

資料：USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns, USDA/RMA, Summary of Business, USDA/FAS, ARC and 

PLC Data, Congressional Research Service(2019a)(2019b) , Glauber(2019), USDA, Coronavirus Food Assistance Program 1 Data, 
USDA, Coronavirus Food Assistance Program 2 Data, USDA/FSA, USDA(2025b), Farmdocdaily(2025a,b) ,USDA/ERA, Data 

Products, Oil Crops Yearbook, USDA, WASDE Report のデータより筆者作成。 

 

４．おわりに 

 

本稿においては，トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦をめぐる動向とその影響等に

ついて，第一次政権と第二次政権における状況を比較分析して構造的把握を試みた。以上

を踏まえ，今後，注目するべきポイントは以下のとおりである。 

 

（１）連邦最高裁判所による違法判決により，中国に課していた国際緊急経済権限法に基

づくフェンタニル関税と相互関税が失効した結果，これらの関税と中国による米国産大豆

の輸入に関してなされた米中合意（2025 年 10 月）の履行については，今後どのようなも

のになるのか（米中合意内容の見直し等が行われるのか）。 

 

（２）仮に，米中合意の履行が実質的に継続することとなった場合には，合意において「中

国は米国産大豆を 2025 年 11 月から 12 月に少なくとも 12 百万トン購入し，2026 年から

2028 年に毎年少なくとも 25 百万トンを購入する」としているが，2025 年については中

国の米国産大豆の輸入量は 10 百万トン未満であり，合意を履行できていない状況である
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ため，中国による今後の大豆の輸入状況により，合意の期限である 2026 年 11 月を待たず

して米中貿易摩擦が再燃する可能性がある。 

 

（３）米国の中国向けの代替的輸出先が複数の新興市場（南アジア，東南アジア，北アフ

リカ）へ分散する傾向が強まっている可能性があるが，2025 年度の最終時点において，ま

た，それ以降も，このような米国産大豆の輸出の構造的変化の動きが定着していくのかど

うか。 

 

（４）米国大豆協会は，大豆の生産者は中国との貿易摩擦による経済的損害を引き続き被

っており，FBA による支払いはそうした損失を補填するには不十分であるとしていること

もあり，米国議会で動きが見られている追加支援について実施されるのかどうか。 

 

 1974 年通商法 122 条に基づく 150 日間の暫定的な追加関税の発動後に，1974 年通商法

301 条等による新たな追加関税の発動があるのかどうか等今後もトランプ政権による貿易

政策がどのように展開されていくのかについて，注視していく必要性が一層高まっている

（2026 年 2 月 21 日時点）。 

 

注(1) 第一次トランプ政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策については，勝又(2019)(2020)を参照。  

(2)現在の免除制度の延長については，USDA/FAS(2025)を参照。  

(3)米中両国の追加関税の賦課の経緯については，Congressional Research Service(2026)を参照。 

(4) The White House (2025a)を参照。 

(5) The White House (2025b)を参照。 

(6) The White House (2025c)を参照。 

(7) The White House (2025d)を参照。 

(8) The White House (2025e)を参照。 

(9) SUPREME COURT OF THE UNITED STATES を参照。 

(10) The White House (2026)を参照。 

(11) USDA(2025a)を参照。 

(12) 内閣官房(2025)を参照。 

(13) ASA(2025)を参照。 

(14) DTN progressive farmer を参照。 
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